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米国上院小委員会報告書の会計批判とその反応

早川 豊

一，序

会計は企業活動を記録，計算し，その結果として財政状態及び経営成績を

報告する機能と職責を果たすことになっている。しかし，それが何ものかの

手にゆがめられれば，企業をとりまく株主，債権者，従業員および租税徴収

としづ意味から政府及び地方自治体に直接的影響を被らせるばかりか，近い

将来その企業と取引をしようとするもの，企業に採用されようとするものに

も影響を与え，さらには企業の報告を土台にして研究するもの，それに立脚

して政策をとる政府にまで再び影響を与えるものであり，これは社会的経済

的問題として放置しておくわけにはし、かなし、。こうした疑惑から出発した米

国上院政府活動委員会の小委員会(会計報告書，会計及び経営小委員会，

(Subcommittee on Reports， Accounting， arid Management of the Com-

mittee on Government Operations， United States Senate)の約 l年にわたっ

て調査したものを，1976年12月7日付で上院政府活動委員会に答申され，1977

年3月31日付で公けに出版された報告書“TheAccounting Establishment" 

(会計の確立と会計事務所の掛詞となっている〉は会計の「最も悲観的な観測

者でも予測しなかった最も辛錬な報告書」となって現われた。従来から会計

に対して厳しい批判が多く見られるが，この報告書は未公開となっていた資

料を各関係団体から半強制的に蒐集しており1760ページにも及ぶ調査分析及

び勧告となっている。従来，このような批判的論文を研究者が発表すると，

すぐさま独断的だとか，偏見に満ちているとか，さらには証拠固めが不充分

だとか激しい攻撃が待ち受けていた。その攻撃がし、かなる背景から来ている

かもこの報告書は暗示してくれるし， New York大学の RobertChatovの
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ような会計批判とそれに伴う会計構造の変革提唱者もこの報告書に対する公

聴会で証人として改革案を提唱できるほどに重視されるようになっているし，

New York市立大学の A.J. Bri10ffも同様に会計上の独立性の批判を強調

しているが，彼の所説の一部は報告書の中のデータとして16ページに及んで

抜粋されている。しかし，かくのごとく理論的にも資料的にも徹底的調査の

跡が窺える上院小委員会報告書でも，現行の会計の批判と改革という激しい

内容から現職の会計土とくに米国の会計を牛耳っている BigEight会計事務

所及びそれにつながる AICPA(the American Institute cif Certified Public 

Accountants，アメリカ公認会計士協会の略，以下AICPAという……筆者〉

は黙っておられず，その反論と対応に精力を駆使しているのも当然であり，

本稿では上院小委員会報告書の会計批判のほか関係業界の対応も取り扱いた

し、。

1) Business Week， January 31， 1977， p. 76. 

2) 例えば，中村高次，会計政策論， ミネノレヴァ書房， 1969，宮川一男，企業会計の

構造，森山書房， 1969， 松尾憲橘編著. 会計の社会的機能， ミネノレヴア書房司

1975，馬場克三責任編集，理論会計研究，中央経済社， 1969，菅原秀人，r株式会
社会計論J，森山書広， 1976， などがあり， 米国では AbrahamJ. Briloff， Un-

accountable Accountir.g， New York， 1972， Robert Chatov， Corporate Finan-

cialReporting， New York， 1975などがある。なお本稿に特に関係するものと

して菅原教授前掲書第9章は1964年2月19日の米国下院州際および国際通商委員

会通商金融小委員会の公聴会の内容を紹介されているので参照されたい。これは

同小委員会が米国証券取引委員会 (SEC)を参考人として換問して， r一般に認
められた会計原則」の弾力性及び適否についての追求の跡が記されている。

3) 例えば， Stephen A. Zeff， "Book Review of Robert Chatov's Corporate Financial 

Reporting，" Abdcus， December， 1976， pp-. 168---':171を参照。

4) Journal 0/ Accountancy， June， 1977， p. 8. 

5) U. S. Senate， The Accounting Establishment， a Stuff Study.of Subcommittee 

on Reports， Accounting， and Management of the Committee on Government 

Operations of the United States Senate， Ninety-fifth Congress， Washington， 

D. C.， 1977， pp. 1681-1696. 
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上院小委員会報告書の意義

前述上院小委員会報告書は小委員会長 LeeMetcalfを含む上院議員8名

とそのスタップ10名からなる組織により1976年12月7日付で上院政府活動委

員会の委員長 AbrahamRibicoffへ答申したものである。 Ribicoffの上院委

員会は彼を含めて上院議員14名とスタップに12名からなっており，その上院

議員14名の中から Metcalfが率いる小委員会に8名が参加している。公的機

関により徹底的に調査研究されたのが本稿で、取り上げる上院小委員会報告書

であり，権威ある報告書として将来とも注目されるであろう。

答申趣意書を見ると，調査は1975年末から約1年聞にわたって行われ，1大

衆的に所有された会社(大株式会社の意味……筆者〉の大衆への財務及びそ

の他の情報の報告で、行われている会計実務の確立の際の連邦政府の役割の研

究」を始めたとしている O その研究の動機については，1近年明るみになった

一連の企業倒産および企業の資金欠乏のほか大企業による不正が前もって報

告されてないにもかかわらず連続して暴露されてきたことによって促進され

た」としている O 小委員会はこうした問題は今日の会計実務が企業活動の実

体を正確に反映していないことに大きな原因があると見ているのである。会

計の正確性を大衆も議会も期待しているのに「会計は現在のところ同種の企

業活動を報告するのに数個の会計基準から選択できる大きな自由裁量権を有

している」として，企業がどの基準を選択するかで損益は大きく左右される

とし、う弊害に不満を示している。

他方，議会も会計実務の重要性を認識して1933年に証券法， 1934年に証券

取引法(以下，両者合わせて証券諸法という……筆者〉を作り，1有意義な企

業公開」を考えたのであったが， それらを管理する権限を与えられた SEC

(the Securities and Exchange Commission，証券取引委員会の略，以下

SECという…一筆者〉は会計基準を作るとし、う権限を民聞に委譲してしま

い，その結果，r-企業により報告された情報の正確性及び有用性の大衆の信頼

を大きく削り取ってしまった」のである O
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本報告書の主たる目的は「民間の経済活動向様，連邦政策，計画に大きな

影響を与える会計実務の確立及び管理に直面している各種の民間組織及び連

邦諸機関を議会及び大:衆に理解せしめる」ことにあるとしづ。そのため適切

な証拠資料が得られなければ，関係諸国体から資料の提出を要求し，それも

参考資料として当該報告書に渇載したため膨大なページ数を費すことになっ

ている O

競争経済の成功は正確な情報が自由に得られることを前提にしているのに，

今日それは満たされていないとL、う。何故それが満たされていなL、かを研究

してみると，まず第Iに iSECが明らか広利害関係のある民間に会計諸問

題について公的権限と責任を委譲した」ことと，第2に大株式会社の監査を

殆んど一手に握っている BigEight会計事務所の独立監査証明といっても，

「驚くほど独立性に欠け，また大衆の利益保護に献身していない」ことが主

因となるからであるという。そのため大衆の信頼を回復するため，後で見る

ように16項目の勧告をするに至るのである O

以上が答申趣意書の要旨であるが，さらに報告書本文中から補足してみる

と，問題の根源となっている BigEight会計事務所も実は1933年， 1934年の

連邦の証券諸法でも彼らの活動を制限せず，r米国の大企業の監査人としての
地位を保留されたから」であり，その繁栄は連邦規制の，恩恵でもあるとして

いる。にもかかわらず，独立の正確，公平な監査証明を行っていないと憤慨

しているのである。

現行の米国企業会計，なかんずく会計基準がし、かなる組織構造のもとで設

定されているかをその全貌を図示しておくのが今後の論を進めていく上に便

利であろう。図1は BigEight会計事務所およびそれにつながる AICPA

の会計基準設定上の支配図を示したものである。図の説明は次項以下で述べ

ることにする。
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図 BigEight会計事務所及び AICPAの SECにより承認された会計基準に対する支配

Big Eight会計事務所

. Big Eight会言|事務所はAICPAを支配

している。

AI CPA 

'AICPA 理事会はFAF協議会メンバー

の任免権を有している。

F A F 

'FAF協議会は FASB委員の任免権を

有している。

Big Eight会計事務所と監査依頼会社

.8 】gEight会計事務所とその取査依頼会

社は他のすべての独立民査，、や大衆的に

保有された株式会社が大衆に報告する

とき}SECにより承認されたFASB会計

基準を用いることを必要とされる。

5 E C 

SECは連邦語券諸法の要件を満足させ

る唯 の基準として FASB により定め

ιれた会計基準を正式に承認している。

F A 5 B 

.FASBは会計基準を定め、それに対し

て用いられる会計三F続を決めている。

出所:U. S. Senate， The Accounting Establishment， 1977， p. 3 

備考:略語については本稿中の説明参照のこと。

1) U. S. Senate， T he Accounting Establishment， Washington， D. C.， 1977， 

pp. Ill-V. 

2) !bid.， p. 1. 

三.Big Eight会計事務所の会計支配

前掲図 1のように会計の支配構造のトップに位置するのは Bigεight会計

事務所である。 BigEight会計事務所があまりにも巨大で影響力が強し、ため，

それは「米国の会計実務のみならず，恐らく世界中の会計実務を支配してい

る」ほどだと上院小委員会報告書は述べている。それら 8社の BigEight会

計事務所をアノレファベット順に列挙すれば次の通りである。

Arthur Andersen & Co.， 

Arthur Young & Co.， 

Coop巴rs& Lybrand， 

Ernst & Ernst， 
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Haskins & Sells， 

Peat， Marwick， Mitchell & Co.， 

Price Wat巴rhouse& Co.， 

Touche Ross & Co. 

上記BigEight会計事務所のほか BigFifteen会計事務所ともいわれる Big

Eight以外の 7社は相当に大きなものであるが，その規模と影響力において

Big Eight会計事務所から大きく水をあけられている。 BigEight会計事務

所が「公会計事務所 (publicaccounting firms)とか「独立公会計事務所」

(independent public accounting firms)とか呼ばれているが，その内実を

調査した結果， r大衆に奉仕しているとか，あるいは監査依頼会社の利害から
全く独立であるとし寸証拠は殆んど見つからなし、」と激しく告発している。

Big Eight会計事務所がし、かに巨大か，そしてどのような仕事をしている

かを言及することにしよう。 BigEight会計事務所は株式会社形態をとらず，

パートナージップ(組合〉形態をとっており，各々数百人のパートナーをか

かえ，約4000人から8000人余りのスタップをかかえている会計事務所であり，

米国及び外国の主な都市に事務所を配置している。

CP A (Certified Public Accountant，公認会計士の略，以下CPAという

い筆者〉は1976年には米国で総計約16万人に及ぶが， Big Eight会計事務

所に従事しているのはそのうちの11~12%である O しかし，その影響力は予

想を遥かに上廻るものである。というのは BigEight会計事務所はその監

査依頼会社が米国の大企業であり，また同時に前掲図 1のように AICPA，

FAF (Financial Accounting Foundation，財務会計財団の略， 以下 FAF

という…一筆者)，及び FASB (Financial Accounting Stand'lrds Board， 

財務会計基準局の略，以下 FASBという……筆者〉を支配し，それがひい

ては連邦政府に認められた会計実務となって現われてくるほどにその影響力

は強大だからである O

Big Eight会計事務所の収益構成比率を見ると平均して， 70%が監査及び

会計業務からの収益であり， 18%が税務からの収益であり，残りの12%は経
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営助言業務 (managementadvisoryservices，略して MASあるいはコンサ

ノレティング業務ともいわれる〉からの収益である。

収益の70%を占める監査及び会計業務は(1)企業の信頼できる記録制度をデ

ザインすること， (2)定期的に効率的に運営されているかどうかを確認するた

め記録制度をチェ y クすること， (3)企業活動の結果を正確に反映する財務諸

表の作成を手助けすること， (4)財務諸表が正確であることを証明する業務か

らなっている。

18%を占める税務は連邦，州，地方及び外国の税法規定から最大の財務的

利益を‘得るよう依頼人の手助けをする業務である。

残りの12%を占める経営助言業務は普通の会計実務と結び、ついた専門知識

の領域を離れ，経営管理上で依頼人の手助けをすることが目的であり，具体

的には(1)重役派遣 (executiverecrui tment)， (2)市場分析， (3)工場配置， (4)製

品分析， (5)保険計算サーヴィス， (6)財務管理サーヴィスである o Big Eight 

会計事務所はこのような仕事の専門家を雇用し，彼らを“principals"と呼ん

で優遇している。

Big Eight会計事務所への監査依頼会社は大企業の殆んどをシェアーとし

て持っていることが上院小委員会報告書から明らかとなっている O 米国を代

表する NewYork証券取引所及びアメりカソ証券取引所の上場会社総計2641

社のうち BigEight会計事務所への監査依頼会社が85%を占めているのであ

る。これを1974-1975年の資料から分析してみると，米国全体の総売上高2

兆5520億ドノレの約半分を占め， また税引後の企業利益754億ドノレの84%を占

めるに至っている。

New York証券取引所の方がアメリカン証券取引所よりも歴史も古く，か

っ巨大企業が集中しているので NewYork証券取引所における BigEight 

会計事務所への監査依頼会社だけを見ると，何と92%の高率のシェアを占め

ている。この92%の会社は NewYork証券取引所の上場会社中の売上高総

計の94%，利益の94%，法人税90%，従業員94%，資産94%を占めるに及ん

でし、る。



22 (550) 経済学研究第28巻第3号

Big Eight会計事務所のうちで最大の PriceWaterhouse & Co.への監査

依頼会社が占める割合は NewYork証券取引所上場会社の売上高のうちの

24%，利益の28%を占めるに及んでいる。 PriceWaterhouse & Co.を除く

次の 4社，すなわち ArthurAndersen & Co.， Coopers & Lybrand， Haskins 

& Sellsおよび Peat，Marwick， Mitchell & Co.では売上高の50%，利益の

51%を占めるに及んでいる。したがって， Big Eightのうち BigFive会計

事務所だけを合計しでも NewYork証券取引所上場会社の売上高の74%，

利益の79%の会社を監査していることになる O

アメリカン証券取引所の場合， Big Eight会計事務所の占める割合は New

York証券取引所の90%台と比較して低率である O 上場会社の76%の会社を

監査し，それらの会社は67%の売上高， 67%の利益， 66%の法人税， 61%の

従業員， 73%の資産を保有している O アメリカン証券取引所 t場会社のうち

Price Waterhouse & Co.への監査依頼会社を見ると売上高の16%，利益の

19%の会社の監査依頼があり，前同様， Big Fiv巴会計事務所合計ーでは45%の

売上高， 49克の利益を監査していることになる O

さらに米国上位50社についての議会調査サーヴィス局(Congressional 

Research Service)の調べでは BigEight会計事務所の監査がより一層高率

でるることを紹介している。また同一産業内の監査でも BigEightのうちの

特定会計事務所に集中している事実もあるという。たとえば，例の Price

Waterhouse & Co. では大石油会社10社のうちの 6社，すなわち Exxon，

GuH， Standard Oi1 of California， Standard Oi1 of Indiana， Royal Dutch 

Petroleum及び Shellを監査しているのである。

Big Eight会計事務所は大企業の財務成績の報告に大きな影響力を握って

いる。というのは現行の会計制度では「同種の企業の取引を報告するのに弾

力的，選択可能な会計方法のシステムの展開を許している。認められた方法

の集まりから選択される会計方法のうちどれを使うかによって大衆に大きく

異なった財務成績が報告される」ことのほか，それを監査する BigEight会

計事務所等が大企業のとる各種の会計方法を認めるかどうかに大きな自由裁
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量の余地が許されているからである。しかも，会計記録が正しいか否かを決

めるのに試査としづ手段で行われ，その試査をどの範囲，程度にまでやるか

も BigEight会計事務所等の判断に委ねられている。かくして， Big Eight 

会計事務所等が大きな自由裁量権を許されていることを利用して，大企業は

弾力的な会計政策が適用でき過当市場独占を益々容易ならしめる要因になっ

ていると上院小委員会は脱んでいる。さらに「過当市場独占は伝統的に財及

びサーヴィスの価格及び供給に問題を残している o Big Eight会計事務所へ

の監査依頼人として大企業が集中していることは独禁法違反の疑いの調査を

必要としている」と勧告している。より詳しく見るならば， rBig Eightが

提供する各種のサーヴィスにより個々の BigEight会計事務所は同一産業内

で競争している複数以上の会社の業務に携わっている O 監査及び会計業務の

供給の不当独占はすべての産業にわたっており，ときには同一産業内でも存

在している。 AICPAの委員会は BigEight会計事務所の独占実務を促進

させる機会を与えている。それらは重要な監査及び会計政策を樹立するのに

互いに非公式な会合を持ち，決めているからである。」このように BigEight 

会計事務所は自己への監査依頼人すなわち大企業の利益の代弁を図るべく，

Big Eightの強大な力により AICPAを利用しているのである。中小の会計

事務所は中小企業を依頼人として有しているのを特徴とするが，その依頼人

が大企業により吸収されたり，あるいはより大きくなって上場するや Big

Eight会計事務所への監査依頼人となってしまい，依頼人を失なうことにな

る。したがって，上院小委員会報告書では「監査及び会計業務の供給の独占

は会社合併とか会社証券の大衆への販売の結果として増大しているようであ

る」として企業集中が BigEight会計事務所に大きな利益をもたらすため，

Big Eightは企業集中を促進させる会計方法を考察しようとしていると告発

している。

Big Eight会計事務所は年間報酬として20億ドノレを得，利益額として 5億

ドル以上の会計事務所で、あり，非常に収益性の高い事業である。したがって，

それらは「監査依頼人に対する業務価値を下げるような現行制度の改革を避
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けようとする」から，それら自身から自己の都合の悪い会計への転換・改善

は期待できない。しかし， r近年の PennCentral鉄道の倒産， Equity 

Fundingの不正， Gulf Oilや Northropの不法行為，その他大衆に注目され

た他の多くの会社の不正に伴なう会計及び監査問題から監査人の独立性及び

能力について問題が生じている。」独立の監査人が本当にいるのかと大衆は

疑問を呈しているのである。「会社により報告された情報の正確性及び信頼

性に対する独立監査人により見つけられていない，あるいは報告されていな

い会社の不正はたえず暴露されてきたことにより生じている。議会と大衆は

会社の財務諸表が弾力的，選択的会計基準のゆえに企業活動の成績を正確に

反映しているとしづ確信を殆んど持っていない。連邦証券諸法の成功に必須

な独立監査人への大衆の信頼は大きく侵食されてきている」として，rこのよ
うな監査人の独立性及び能力における大衆からの信頼回復は彼らが責任を遂

行する方法を改革することにかかっている」と BigEight会計事務所が自己

の既得権維持ばかりを考えず、早急な改善策を取るよう勧告している O

監査人の独立性に関しては，大企業の経営者が監査人の任免権を有してお

り，しかも監査報酬の支払の最終権限を有Lているため， Big Eight会計事

務所は証券諸法で期待された大衆利益の保護というより経営者利益の保護に

ヨリ大きな関心を払っている。そのため， Big Eight会計事務所は独立性が

大きく阻害された状態から出発していることは容易に理解できるであろう。

さらに， Big Eight会計事務所の業務内容からも独立性阻害を引き起してい

る。 rBigEight会計事務所により提供されている経営助言業務は事業を遂行

する上での経営者への助言を意図したものであり，じたがって必然、的に依頼

人の業務に BigEightが携わることになる。このような関係は実質的にも表

面的にも独立であるべきだとL、う監査人の責任と相い容れない依頼人の業務

に独立監査人が専門的かっ財務的利害関係を有することになる。 BigEight 

会計事務所が依頼人に対して重役派遣をするとき，株主および大衆は主とし

てその会計事務所と派遣された重役との聞の関係ゆえに BigEightが依頼人

から独立監査人として維持できるかどうかを疑うであろう。同様に，大衆は
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依頼人が BigEight会計事務所に市場分析，財務管理業務，保険計算業務あ

るいはその他の経営助言業務をさせておいて BigEightが依頼人に対して数

立監査人として働ける能力があるかどうかも当然疑うであろ言。j このよう

な状態の BigEight会計事務訴は監査依頼会祉の業務に深く携わっているの

であり，その監査はいわば f自分自身の仕事を殿査する立場に置かれている」

ということになり，本来の外部監査はそこなわれてしまっているというので

ある。

Big Eight会計事務所は監査報離を得る言語から大食業経営者の意見を代弁

せねばならず，その結果，独立設が阻害され，さらには BigEight 

視の業務自体が企業経営に深く務わっていることからも独立性が親容されて

いることになる。このことから大企業経営者の利益代弁会せざるを得なくな

り，この代弁が自己の監査報離の増大につながることから， Big Eight 

事務所技連邦，チ1'1，地方政府に対する政治庄力集聞となって協力し，積緩的

に運動してし、るとLづ。たとえば，連邦法人税では f投資税額控除の増大，よ

り自由な議側{賞却方法の採用，外僅致滑に対する税率の引き下げよりも内国

税の税額控除の畿続，および大企業による獲金保宥霊長の増大安企画したその

他の手続を支持しているこうしたことは州レベノレでの会益料金の会計方

もBigEight会計事務所の監査依頼人側の意見の薮警ぎからでも見られる。

iBig Eight会計事務所拭規制された公主主料余基準の中に建設仮勤定を含め，

さらに迷邦政府に未だ支払われていない連邦法人税を公議利用者に記賦する

のを支持してし、る」と。また BigEightは連邦議会で石油及びガスの寵上叩

を支持し，生産授の早期償却を支持している。かくして，上院小委員会報告

r-Big Eight会計事務所は一般に全く原語と認められていない『原鶴J

まで連邦政府が民間契約者に支払うような規則の採訳を連邦機関に文議で出

しているjとBigEight会計事務所があやつっている AICPA，FASIヨをも

含めて期待された独立性がないことに憤りを感じて批判しているのモある。

Big Eigr式会計事務所の報献が院大であり，現行会計制震の全面的改正は

Big Eightに不科になるようであれば当然反対する。したがってJそれらは
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会社の報告におけるより厳しい連邦規制に反対し，連邦政府が統一会計方法

を採択しないよう勧告する)」のは BigEightの自由裁量性による監査上のメ

リットが失われるからである。それでも上院小委員会は BigEight会計事務

所の独立性が1933年の証券法， 1934年の証券取引法により期待されても，今

日その独立性は殆んど消えてしまっていると落胆し，大衆の信頼回復はこの

ままでは図れないとして政府指導型の改善策をとろうと後で見るような16項

目の勧告書を作り上げているのである O

Big Eight会計事務所の独立監査人としての能力も最近問題となり， Big 

Eightのうちの 3社は SECにより監査失敗の理由で正式に処分を受けてい

るのが現状であり，また正式に処分を受けなくても社会問題化している事件

が多くあることは前述した通りである。 BigEightは大会社に進出するだけ

でなく連邦，州，地方政府にも監査，会計及び経営助言業務を行っている。

彼らはその機会を通じて「監査依頼会社の活動に影響を与える政府の政策，

手続に影響させることができる」と。そこで，本来，独立監査人の責任遂行

上矛盾する経営尉言業務を行っている BigEight会計事務所等には政府の仕

事に従事させてはならないと勧告している。連邦政府に対する BigEightの

業務報酬は1971年が8，037，0000ドゾレだったものが1975年には16，486，000ドル

に倍増し，そのまま放置すると BigEight会計事務所の発言力が益々大きく

なると危倶している O

1) U. S. Senate， T he Accounting Establishment， Washington， D. c.， 1977， 

p. 4. 

2) Ibid.， pp. 4-5. 

3) Ibid.， pp. 5-6. 

4) Ibid.，p.7.BigEight会計事務所の独禁法違反の疑いについては後で見るよう

に上院小委員会の12番目の勧告となってあらわれている。 Ibid.，p.23.本稿，

48ページ。

5) Ibid.， pp.6-7. 

6) Ibid.， p.7. 

7) Ibid.， p. 8.経営助言業務を禁止しようとすることは後で見るように上院小委員

会の8番目の勧告となってあらわれている。 Ibid.，pp. 22 本稿， 47ベージ。
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8) Ibid.， pp. 8-9. 

9) Ibid.. p. 9. 

10) Ibid.， pp. 9.経営助言業務を行っている会計事務所との政府契約を禁止しよう

とすることは後で見るように上院小委員会の13寄目の勧告となってあらわれてい

る。 Ibid.，pp. 23-24.本稿， 48ベージ。

四.会計の第 2支配層としての AICPA

前項でBigEight会計事務所がアメリカ大企業の殆んど大部分を監査する

までに巨大化し，それらの業務も各方面にわたり，それらが所期の目的たる

独立監査人による監査の実施が大きく疑問視される論拠を明らかにした。そ

してまた BigEight会計事務所は SECが公的に認めている FASB会計基

準の設定をも実質的に支配している O その様子は前掲図 1(本稿19ページ〉

に示した通りである。この項では AICPAが BigEight会計事務所により

し、かに実質的に支配されているかを論述するとともに， AICPAが実務を担

当する公認会計士の上に君臨していかなる仕事をし，し、かなる性格を持った

組織になっているかを論述したい。

Big Eight会計事務所は会計基準設定の支配の第 1段階として AICPAを

支配している。 AICPAは会計業務最大の公認会計士を会員とする団体であ

り，会計実務を影響させる最も強力な団体である。それが会計のすべての重

要な分野を支配できるのは「公認会計士業務が主として自主管理下におかれ

ており，しかも AICPAによって取られた政策及ひ、手続を連邦や州当局が公

認会計士業務の代表的決定として認めている」ことからである。そのAICPA

を実質的に BigEight会計事務所が支配し， Big Eightの集団的利益を享

受せんとして巧みに AICPAを前面に出して後方から操っていると上院小委

員会報告書は鋭く批判するのである。

AICPAはどのような組織構造になっているかを図示してみよう(図 2)。

図2から明らかなように AICPAの管理組織は会長とそのスタップ， 18人の

理事会メンパー， 252人の評議会メンバー， 5つの上級専門委員会， 108個
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図2 AICPAの組織

会長

AICPAのすべての政策及び企酬に
えすする執行権

. AICPAの攻策作成および財産管理

ー上級専門委員会に対する任務の示;rJ，

.評議会に付3る報告

• FASBを符理しているFAFの選考

各種委員会 (108個)

各間間四句U&でAICPAのた
めの仕事遂行

1975-76 肝闘会 (252人)

• AICPAに対しで最高帽限の保羽

州協会の揖代表者

(54人}

・川協会のm.J!IJにより
il!1号

出所:U. S. Senate， The Accounting Establishment， 1977， p. 72. 
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の委員会からなっている。まず， Big Eight会計事務所がそれらをし、かに支

配しているかを見ることにしよう。

1976年の AICPA会員は117，695名であり，そのうち BigEight会計事務

所のかかえる会員は15%にすぎなし、。しかし，図2のように形式上 AICPA

の最高権限を有している AICPA評議会は合計252名であるが， Big Eight 

会計事務所はその31%を占めるに至っている。さらに BigEightの次に位置

する 7社を含めた BigFifteen会計事務所では252名の評議員中42%を占め

るに至っている。 BigEightの31%を占める評議員結束力によって彼らの意

見が主流になり，他の評議員の意見が仲々反映しにくくなっている。

AICPA評議会から AICPA理事会に目を転じても実質上同じように Big

Eight会計事務所の支配が見られる。 A1CPA理事会は政策作成と財産管理

で大きな権限を有している。 1976年では18人の理事会メンパーのうち Big

Eight会計事務所は6人を占め，しかもその 6人の中には AICPA理事会の

前議長と次期議長(図2のように次期議長は一定期間副議長として活躍する)

という中心人物が含まれているのである。 BigFifteen会計事務所では18人

中9人の理事を送り出すとし、う巨大会計事務所よりの理事会となっている。

理事会の政策により具体的に会計の調査研究を行っているのは理事会によ

り任務が与えられた各種委員会が専ら仕事に当っている。 1975-1976年の

AICPA委員会ノ、ンドブック(1975-76AICPA Committee Handbook)に

よれば何と 108個の委員会が会計関係の諸トピックスを研究しているとしづ。

そしてそれらの委員会は時には政府の政策まで影響させる程になっていると

し、ぅ。重要な委員会の殆んどが BigEight会計事務所の代表者たちで50%以

上の委員派遣となっていると上院小委員会報告書は鋭く批判している。

AICPAの定款によると 5つの上級専門委員会 Cseniortechnical commit-

tee) が大きな権限を持っていて， 評議会や理事会に相談せずにその専門分

野で AICPA代表発言力を持っているとし、う。会計士を規制する任のある連

邦機関も州機関も AICPAに大きく依存する道をすでに選んでいるので AI

CPAの上級専門委員会の声明は多くの分野で CPAにより従わなければな
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らない規則となっている。したがってその声明により大衆及び会計士に大き

な影響を与えるものであるが，その自治権を有する AICPA上級専門委員会

が大衆の保護を前提にして行動しているとし寸保障はなL、。この場合でもま

たlBigEight会計事務所が5つの上級専門委員会のすべてを支配している」

のであり，このことを通じて BigEight会計事務所司の政策決定に力を有し，

「会計基準，監査基準，経営助言業務，連邦税及び職業倫理のような重要な

問題の活動を指揮」することが出来るのである。たとえば，1:級専門委員会

の一つ監査基準実行委員会 (AuditingStandards Exequtive Cominittee)の

発表する声明 (Statementson Auditing Standardsうは適切な監査手続と称

して定めているが，これを「連邦政府，州政府及び法廷がすべての公認会計

士により従わなければならない基準として一般に認めているjほどに権威あ

るものとしてはねかえってくる。したがって経営者の不正あるいは不法行為

に闘する事件における会計士の法的責任はこの監査基準に従って監査が実施

されたかどうかにより決められているのが実情である。一般の公認会計士や

営業報告書を見る大衆に大きな影響を与えているこの監査基準実行委員会の

構成も BigEight会計事務所が実質上支配していることがわかる O 当委員会

21名中 BigEightが委員長を含め 8名を派遣しており，また BigFifteen会

計事務所では14名という実に委員会の 3分の 2を派遣しているのである。

Big Eight会計事務所は連邦政府に圧力をかけんとしで政府関係調査のた

めの AICPA委員会を作り， それらを支配している。それらの委員会は原

価計算基準局委員会 (CostAccounting Standards Board Committee)，連

邦政府実行委員会 (FederalGovernment Executive Committee)，連邦税

実行委員会 (FederalTaxation Executive Committee)及び SEC規則委員

会 (SECRegulations Comnlittee)である。 AICPAが連邦政府に発言する

ときはいつも BigEight会計事務所の戸であり，時には BigFifteenの声

であると批判されている。 AICPAは1975年では1800万ドノレの活動支出を行

うほどの大組織である O そのうち， 58.9万ドルを連邦政府の圧力のために費

やし， またさらに18.7万ドノレは連邦税問題に費している。 rBigEight会計
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事務所が自己の都合のよい広範な活動領域に AICPAを向かせてその影響力

を利用している」ことは上述のことのほか BigEight会計事務所が AICPA

スタップ給与決定にも活躍していることから自明であろう。

AICl'A は会計基準及び監査基準の作成によりその影響力を増すばかりで

なく，各州、|で公認会計士志願者をテストする統一公認会計士試験を実施して

いる。各州はこの試験合格者だけに公認会計士の称号を許可し，他のいくつ

かの会計諸団体の与える資格より優遇している。 AICPAは各州で直接試験

の実施を行なうことができないものの各州の公認会計士を統轄じている

NASBA (National Association of State Boards ofAccountancy，各州会計

局全国団体〉に大きな補助を与えながら AICPAの統一公認会計士試験を実

施している。

AICPAは上院小委員会報告書によると「積極的な政治集団」であるとい

う。国会議員に圧力をかけるための "KeyMan" Program (中心人物説得計

画)を作り，会計における政府の介入を阻止するために耐えず動いているか

らだとし寸。また AICPAの代表は国会の証言に立ったり，連邦機関に意見

を述べたりしているが，一貫して大衆の保護よりもむしろ監査依頼会社(大

企業)の側に立つものとなっている。その主たるものは連邦税政策を影響さ

せんとするものであり 2年毎に国会議員に『税法改正勧告案Jl (Recom-

mended Tax Law Changes)なるパンフレットを配布している。さらに議論と

なっている重要な税問題ではすでに4つの『税務政策の声明Jl(Statements 

of Tax Policy)なるものが作成，配布され，常に監査依頼会社よりの意見

を表明している。折角， 1933年， 1934年の証券諸法により公認会計士の独立

性，公平不偏性とし寸評判を政府の手によって獲得させたのに，内実は Big

Eight会計事務所の飽備となった AICPAを通じて公認会計士の独立性，公

平性，不偏性および能力が阻害されてしまったと上院小委員会報告書は鋭く

t比判している。

AICPAは公認会計士の高度の専門的知識を要求し，厳格な基準に準拠さ

せることで会計及び監査実務に君臨しており，さらに連邦政府に対し公認会
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計士の業務の拡大化を訴えているが，他方では公認会計士による監査では不

正発見に適さない不完全な監査であるため法的責任を縮小しようと耐えず主

張するとL、う矛盾した行動を平気で、行っている。会計及び監査に直接関係あ

る連邦機関としては SEC，CASB (原価計算基準局，注4参照)，内国歳入

局(InternalRevenue Service) 等であるが，これらの意見と行動はただち

に BigEight会計事務所及びその依頼会社に影響を与えるものであるので，

AICPAはこれらの連邦諸機関とたえず、連絡を密にするような特別の努力を

払い，連邦諸機関へ働きかけを行っている。

AICPAが会計及び監査に君臨しているため全くおかしなことが起ってい

るとし寸。連邦公務員がいくつかの AICPA委員会で活躍していることであ

る。 AICPA自体は前述したように BigEight会計事務所やその依頼会社の

意見の反映をそのまま図っており，しかも連邦政府及び連邦諸機関に対する

政治圧力団体と見られるので，連邦公務員が AICPA委員会で活躍すること

は「非常に問題である」ことになる。

AICPAおよびその前身たる AIA(American lnstitute of Accountants) 

は会計基準の作成の失敗で大きな社会的批判を受ける度に会計基準設定母体

を解組して新たな機構に作り上げている。 1938年に作られた CAP (Com-

mittee on Accounting Procedure，一般に認められた会計原則を作る調査委

員会〉は1959年には解組され，それに変って APB(Accounting Principles 

Board，これは CAPの拡大化)，さらにそれも1972年に解組され， 1973年 l

月1日から FASBに移っている。(この変遷過程については稿を改めて述べ

るつもりである〉。しかし， rFASBに対する AICPAの支配は FASBの定

款及び細則で注意深く書かれている」ことからこの FASB も「会計基準設

定では現在不適当な制度」であり，さらに改革が迫られていることは明らか

である。 FASBの組織構造は次の図 3で示した通りである。その詳細は次

項以下で述べることにする。

1) U. S. Senate， The Accounting Establishment， Washington， D. C.， 1977， 

p. 9 
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A A A 

図3 FASBの組織

AICPA 理事会(18人)
理事会議長は問n~:(ニ FAF 協議員

AICPAJ_'!l事会は他の 8r.のFAF協議員のIr:免権
を有する

. AICPA理事会はAICPA会員であり、 しかも公認
会計士業務を行っているものの中から 4名のFAF
協議員を指名推薦できる

F E 
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会計教育者として広範な経験を

もっ FAF協議員 l名を指名推
薦できる

・財務担当重役として広範な経験

をもっ FAF協議員 1名を指名
推薦できる

財務分析者連明 N A A 

・財務分析者として広範な経験を

もっ FAF協議員 l名を指名推
薦できる

-財務担当重役として広範な経験

をもっ FAFtM詫員 1名をf旨名
推薦できる

F A F (9人)
・FASBメンノメーの任命
. FASACメンバーの任命
'FASBの組織の財政的援助、主として AICPA
及びFEIのメンノ〈ーからによる

. FASB及び.FASACの予算の承認

. FAF， FASB及び FASACの活動を規定する
定款及び細則を検討し，修正する権限を有する

F A 5 B (7人)
・会計基準及びその他手続規則を設定4る全権を有寸

る

・FASB会計基準1;1:SECに対してiU);をするすべて
のAICPA会員及びすべての会計士を束縛する
. FASBス夕、フフの雇用及び符HI!， FASB!吋胞の管rm
に全権を'11寸一る

出所:U. S. Senate T he Accounting Establishment， 1977， p. 137. 

※ FASBにより出された会計解釈とは FASBの AccountingInterpretationsで

あり，19T7年3月までに18号の AccountingInterpretationsが出されている。
T he Accounting Digest， September， 1 977参照。

備考・略号については本文中の説明参照のこと。
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2) Ibid.， pp. 10-11 

3) Ibid.， pp. 10-11. 

4) CASBは連邦議会が1970年に設けた連邦機関であり，これは連邦契約とくに国防

関係予算契約で準拠されるべき原価計算諸原則で統一生と首尾一貫性を達成す

るための原litli計算基準を公表することを目的としたものである。 1977年10月現在

16個の基準が公表されている。 1bid.， pp. 184-187 and pp. 1563-1585， 7' he 

Accounting Digest， March， 1978，神戸大学管理会計研究会 rCASBの原価計

算基準伺J，会計， 1977年12月号， pp. 965-966. 

5) U. S. Sendte， op. cit.， p. 11. 

6) 米国ではAICPA以外にも会計諸国体は多く存在する。 CPAの各州団体を除く全

国組織の会計諸団体は AICPAを含め26団体となっている。しかし SECへの

監査証明が出来るものは AICPAが実施する CPA試験合格者に限るとされてい

る。例えば， California 州法では「当局で公会計実務をするに有効な許可書の発

行保持者でなければ Caljfornia州内で公会計の実務に従事してはし、けなし、

当局から公認、会計士の称号を受け取ったもの，しかも本条規定の実務をする有効

な許可書を保持するものは『公認会計士』として資格づけられ知られるだろう。

また rC.P. A.Jの略号を用いることができるJJと明言しているように公会計す

なわち証券法及び証券取引法下の監査業務は CPAに限定されている。 JohnW. 

Buckley and Marlene H. Buckley， T he Accountmg Profession， Los Angeles， 

pp. 197-201. 

n U. S. Senate，。ρcit.，pp. 11-12. 
8) 監査依頼会社の不正行為を発見し，報告するとL、う独立監査人の責任に関して

AICPA自身「不正行為を外部の第3者に知らせる必要があるかどうかを決定す

ることは経営者の責任である。通常の場合，監査人は外部の第3者にそれを知ら

せる法的義務はない」と明言していることからも監査人の法的責任を縮小させよ

うとしていることは明らかである。他方， AICPAは SECに報告する会計事務

所の質的向上で大衆からの信J僚を得るため BigEight会計事務所が中心となっ

て任意プログラム (voluntaryprograrn) を作っている。これは BigEightがお

互いの業務内容管理手続 (qualitycontrol procedure)を検討しあおうとするも

のであっても，上院小委員会によると「巨大会計事務所による業務内容の点で大

衆の信頼を得る基盤としては全く不適切な数多くの大きな欠陥を持っている」と

している。換言すれば AICPAは一方で監査人の法的責任を縮小させながら，他

方で監査人の業務を信頼させようとしても，結局のところ責任を縮小させれば信

頼感が減ぜられるのは当然のことである。 Ibid.，p. "13. 

9) Ibid.， p. 12 

10) Robert Chatov， Corρorate Financial Reporting， Nt'w York， 1975， p. 133 



米国上院小委員会報告書の会計批判とその反応早川 35 (563') 

11) lbid.， p. 196. 

12) 1 bi d.， p. 233. 

13) U. S. Senate，。ρ.cit.， pp. 12-13. 

五.会計の第 3支配層としての FAF

前掲図3から明らかなように FAF (Financial Accounting Foundation， 

財務会計財団の略，以下 FAFという・・・…筆者〉は AICPAにより作られた

ものであり，非営利団体となっている o FAFはこのほか会計基準設定の任

にある FASB (Financial Accounting Standards Board，財務会計基準局の

略，以下，.FASBという・・・・-筆者〉の運営に関心ある他の 4つの団体による共

同後援がなされた体裁となっている O 他の 4つの団体とは前掲図3のように

FEI (Financial Executives Insti tute，財務担当重役協会の略， 以下 FEI

という目・・…筆者)， NAA (National Association of Accountants，全米会計

士協会の略，以下 NAA という……筆者)， AAA (American Accounting 

Association，アメリカ会計学会の略，以下 AAAという・・・…筆者〉及び財務

分折者連盟(FinancialAnalysts Federation)をいうのである O

FAF自身は会計基準を直接作らず， FASBを民間の上記5団体から形式

上分離させる緩衝組織として作られている。かくして， FASB自身が独立

機関のような体裁を整えることになる。しかし，それが人事面，資金面で，

Big Eight会計事務所およびそれに牛耳られている AICPAの支配下にあ

ることを明らかにしよう。

人事面においては FAFは形式上上記5団体から選出された協議員9名か

ら成り立っている。 AICPA理事会は FAF協議員の任免権を手中におさめ

ており，しかも AICPA理事会議長が自動的に FAF協議員の 1人として参

加している(前掲図3参照〉ことからも， AICPAが FAFを，次いで FAF

の支配下にある FASBを支配していることは明らかであろう。 AICPA以

外の上記4団体はいずれも FAF協議員 1名を推薦できる権限を有しでも，

最終的決定権が AICPA理事会に存するため人事面で、は単なる補足的機能し
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か発揮していts:.¥'、。そして， AICPAの会員は他の 4団体にも加入している

ことが多いため， 1976年の FAF協議員9名のうち AICPA会員が8名を数

える独占状態をなしている。 BigEight会計事務所が AICPAの支配を通じ

てFAFをも支配していることのほか， Big Eightは自ら FAF内部にも潜

入し FAF協議員3名を派遣して支配を確固なものにしている。

FAFの任務は前掲図のように FASB及び FASAC (Financial Accounting 

Standards Advisory Council，財務会計基準則言会議の略，以下 FASACと

いう……筆者〉のメンバーを任命することと， FASB全体の資金の排他的全

面的援助にある。会計基準の作←成の権限を有する FASBは人事面及び資金

面で、 FAF協議会により支配されているため，実質上独立機関としての自由

な活動は阻害されている。 FASBメンバーは iFASBの目的あるいは名声

を傷つける行為が充分明白となればJFAFにより処分できることとなって

おり，他方， FAF協議員も iFAFあるいは FASBの目的あるいは名声を

傷つける行為」があれば AICPA理事会により処分できることとなってお

り，二重，三重の足伽をはめて BigEight会計事務所及び AICPAが会計

基準の作成を支配しているのである。

資金面でも BigEight会計事務所(及びそれにつながる監査依頼会社〉及

び AICPAが FAFに莫大な資金援助をして会計基準を自己の都合のよい方

向にもっていこうと努力していることを次に明らかにしよう。

1975年の FAFは FASBの資金として $4，129，201を出費している。以下

この予算をめぐって分析してみよう。$4， 129，201のうち会計事務所及び

AICPAからの出資分は$2，059，076であり， Big Eight会計事務所， AICPA， 

及びその他の41会計事務所合計では$2，059，076のうちの 99.6%を出資して

いる。したがって，零細会計事務所は殆んどが負担していないといえよう。

Big Eight会計事務所各社は年間20万ドノレ，合計で 160万ドノレ出資してい

るためと記$2，059，076のうちの78%を出資していることになる。さらにBig

Fifteen会計事務所になると $1，886，500の出資，すなわち92%を出資してい

ることになる o $ 2，059，076のうちの他の殆んどの部分を AICPAが負担し
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ている。

会計基準の設定で直接利害を被る株式会社も FAFに大きな出資をするこ

とは明らかであろう。 FAFの予算合計$4， 129，201のうち前述の職業会計

人からの $2，059，076を控除した額，すなわち$2，070，125のうち $1，928，349

が株式会社の出資分である。後者の約80%は FAFの共同後援者でもある

FEIとし、う会社の政治圧力団体を通じて出資されている。株式会社出資分8

1，928，349は 1397社から集まっているが，米国上位580社がその金額のうち

の91%を出資しているのが実態である。

かくして， FAF予算合計$4， 129，201のうち会計事務所， AICPAおよ

び株式会社からの出資を除いた分は僅か $141，776にすぎない。この残額に

対して名目上 FAFの共同後援者となっている AICPA，FEI以外の 3団体

は NAAが$75，000ドノレ (全体の1.8%)，AAAが$6，876 (全体の0.1665

%)，財務分析者連盟が$7，000 (全体の0.1695%)の出資となっている。共

同後援者として祭上げられた上記3団体は資金面からも FAFに対して発言

力がないのは明白であろう。このほか NewYork証券取引所が$50，000， 

自由財団 (LibertyFund)が$2，000，及び1，000ドル以下の出資分が$900 

であり，以上合計すると FAF予算合計$4， 129，201となる。

上記金額、は FAF自身の若干の運営費を控除して全て FASBの資金にあ

てられる。 FASB自身が直接資金を集めない組織にしたのは外見上関係諸団

体からの圧力から隔離された状態に見せかけるためのものである。 FAFへ

の出資は連邦税で損金算入項目となっているため，上院小委員会報告書は

「納税者〔国民〕が一部分 FASBの活動を援回している」ことになるのに，

FASB自身，国民大衆よりも大企業， Big Eight会計事務所， AICPAとい

うものの利益を真先に考えていると批判するのである。

1) FAFの共同後援団体にはこのほか1976年10月1日に SIA(Securities Industry 

Asmciation，証券業協会の略〕が追加されている。1:::品目、委員会報告書の調査

期間末期であったため，それに対する詳細な分析を行っていなL、。ただ iSIA

は800以上の投資銀行の利益を代表し， FASBの後援者として追加されても，当

研究の質を大きく影響させるものでない」と結論を下している .u，S. Senate， 
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The Accounting Establishment， Washington， D. C.， 1977， p. 13. 

2) Ibid.， pp. 13-14. 

3) Ibid.， p. 14. 

4) Ibid.， pp. 14-15 and pp. 1232ー1262.

5) 上院小委員会報告書本文中の数字と附属資料と照合すると若干のくい違いが生じ

ている。木文中では会計事務所関係の出資事2，059，076は BigFifteen会計事務

所からのし886，500事と残額事 172，576とからなる。この残額の「殆んどの部分を

AICPAが負担している」と木文で、述べているが附属資料を見ると AICPAはこ

れよりも多い事207，726を出資しており，計算が合わないように見える。しかし，

正確にいうと BigFifteen会計事務所の事 1，886，500はそのまま FAFに出資さ

れていない。会計事務所から資金を集めるため AICPAが ARA(Accounting 

Research Association，会計調査研究協会の略〉を作り，一旦 ARAに出資させ，

ARA の若干の運営費を控除して FAFに出資されるから BigFifteen の事

1，886，500はそれより若干少ない金額となり AICPA 自身の FAF 出資分事

207， 726出資の計算も合うことになる。 Jbid.，pp. 1233-.1236 and p. 15. 

6) Ibid.， p. 15. 

六，会計の第 4支配層としての FASB

前掲図 1及び図3から明らかのように FASBは実際に会計基準設定の作

業をする民間団体である O 前述したように年間約 400万ドノレの予算をもっ

FASBは形式上民間諸国体から隔離された体裁をとろうとしているが，人事

面，資金面から実質上 FAF，AICPA， Big Eight会計事務所および、それへ

の監査依頼会社により牛耳られている。 FASBは上部団体 FAFにより資金

上の全面援助を受けており，また FAFもその上の民間団体及び株式会社に

よる出資からなっていることはすでに前項で述べた通りである。

次に，人事聞から FASBを見ることにしよう oFASBメンパー 7人のう

ち6人は AICPA会員からなっている O 同時に BigEight会計事務所から

の派遣は 3名となっているoFASBメンバー 7人の手助けをするスタップは

パートタイムや非常勤が禁止され専任勤務となっており32名から構成されて

いるが， AICPA会員はそのうち23名を数え，また同時に以前 BigEight会

計事務所に勤務していたものが10名となっている。そして，図 3のように
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FAFが FASBの7人のメンバーの任免権を有している。かくして， FASB 

はそれを支える AICPAを含む5つの共同後援団体のうち AICPA及びそ

れに直結する BigEight会計事務所により実質上支配されている姿が浮き彫

りにされよう。さらに BigEight会計事務所の FASBのスタップ10名は会

計基準設定の際に最も影響を与える高い地位についていること，及びAICPA

前議長が FASB現議長という高い地位についていることからも支配構造は

明らかとなろう。

FASACは FASBに対して広範囲の外部からの助言を得ょうとしたもの

であり，人事構成を見ると巨大会計事務所，大投資銀行，大法律事務所及び

大企業から代表が送りこまれており， これは FASBに対する助言というよ

りは FASBに対する圧力組織としての機能を果すことになる O

FASBはメンバー 7名，スタッフ32名，それに1973年 1月1日から1976年

5月15日までの調査によるとコソサノレタント 8名及び調査研究班 (task

forc巴)179名を数える大部隊からなっている。その機動部隊も「巨大会計事

務所， Big Eight会計事務所への監査依頼会誌， FASB出資者，大投資銀i

行及び大銀行」からなっている。具体的には，石油，ガス及び鉱山業に対す

る会計基準を設定しようとする FASB抽出産業調査研究班は19名からなる

が，その内17名は抽出産業と実際に，あるいは潜在的に財務的利害関係を有

するものからなると L、う不公平なものとなっている。このことからも会計基

準設定で直接利害を被るものが我先に FAFに献金し， FASBの活動におけ

る発言権を持とうとしていることがわかるであろう。

FASBの規則によると FASBの7人のメンバーは iFASBの仕事をして

いる間，公式にも非公式にも雇用契約を結ぶことが禁止Jされているにもか

かわらず，最近，そのメンパーの 1人が FASBを退職したかと思うと直ち

に BigEight会計事務所の一つに復帰したのは，完全にフリーとならなけれ

ばならないはずの FASBメンパーの規定は空文化され， fFASBと巨大会計

事務所との間の『回転ドア」契約が明らかに始まっている」と上院小委員会

報告書は批判している。
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現在の会計制度では代替的会計方法の集まりの中から選択することによっ

て会計報告が行われ，その監査が行われている。 AICPAの調査では31種類

の企業取引に対して80個の会計方法があると Lづ。現在の FASBの機構で

は「統一的かつ有意義な会計基準の体系を作るとL、う重大な改革を達成する

ことに期待するわけにはし、かなしづとし，会計基準を構築してL、く組織構造

自体の改善を迫っている O たとえば， 1975年12月までにFASBは12個の「会

計基準の声明J(Statements of Accounting Standards)を公けにしている。

それぞれ会計上大きな問題を取り扱っているが，特定の企業取引を統一的会

計処理にしようとするものでない。したがって，どれも関係業界の会計実務

を脅かすものとはなっていないのである。

FASBは「財務会計基準の設定に関し有意義な情報と洞察力を与える能力

を有する責任あるグループ代表者」として巨大会計事務所と大企業に対して

一連の私的な会合を聞いている。もちろん，その他のグループに対してはこ

のような機会を与えていなし、。したがって，1さまざまの見解を求めようとせ

ず，また大衆の利益にそった統一的有意義な会計基準体系を作ろうとせず，

FASBとそのスポンサーは連邦議会が SECに石油，ガス会社の会計基準を

作成させようとする努力を妨害しようと集中的な政治圧力運動に乗り出して

いる」として上院小委員会報告書は FASBの組織構造からくる矛盾の本質

を鋭く批判している。

1) U. S. Senate， The Accounting Establishment， Washington， D. C.， 1977， 

pp. 15-16. 

2) Ibid.， p. 16 

3) F ASB "Statements of Accounting Standards"は1977年6月までに16個の声明

として公表されている。 TheAccounting Digest， September， 1977. 

4) U. S. Senate，。ρ cit.，pp. 16-17. 

5) FASBは大企業及び BigEight会計事務所と私的な会合を繰り返し他のグノレープ

との会合は持っていないといっても FASBが独立の機関であり，大衆の利益を促

進させるものであるかのように見せかけるため，最終的に会計基準として採択さ

せる以前に FASB提案として世論に問うことになっている。しかし FASBを支

配じている団体(スポンサー)に不利になるような訂正をしないことは明白であ
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る。 !bid.，p. 16. 

6) Jbid.， p. 17. 

七，会計の第5支配層としての SEC

SECは会計基準の設定における連邦政府の関係者であるけれども， SEC 

は自己で会計基準の設定をやらずに民間の職業団体にその権限を委譲してし

まっている。その概要は前掲図 1の通りである。

1933年の証券法と1934年の証券取引法で，r議会は大衆を不正及び誤導する
情報から守るよう SECに指揮し，かくして大衆的所有会社(publicly-owned

corporation)が企業活動の結果を正確に反映する方法で財務的及びその他の

情報を示すようにした。議会は連邦証券諸法の規定の管理及び執行の指令の

一部として会計基準及び報告基準の設定に対し SECvこ大きな権限を与えた。

SEC誕生後直ちに SECは3対2の投票で会計基準を設定する権限を実行し

ないことに決定した」と上院小委員会報告書は SECの権限委譲の概略を説

明している。その後40年間， SECは民間に会計基準の設定権を委譲したま

まになっている。その民間とは AICPA(AICPAの前身は AIA( Amer-

ican Institute of Accountants) と呼ばれ，それは1917年から1956年までそ

の名称が用いられた〉のことで， 40年間で3つの会計基準設定機闘を作って

いる。それらは CAP(Committee on Accounting Procedure，本稿四参照〉

APB (Accounting Principles Board，本稿四参照〉及び前項で述べた FASB

である。それらが作った会計基準は GAAPs(Generally Accept巴dAc 

counting Principles，一般に認められた会計原則の略〉と呼ばれ， SECの「実

質的に権威ある支持」を受けるテストを満足させるものとみなされてきた。

1973年の FASBの誕生は当時までの会計基準設定機関すなわち CAP，APB

に対する社会的批判をそらすための改善策としての意味を有している。

FASBの誕生とともに SECは FASBを正式に唯一の会計基準設定団体

と認め， FASBの基準を正式に会計基準を認めている。かくして， SECは

会計基準設定権を全面的に民聞に委譲してしまい，ただ民聞を監督するだけ

の立場に終っている。前項で述べたように FASBが AICPA，Big Eight 
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会計事務所及びそれらに直結する監査依頼会社の支配下におかれていること

が自明なため， SECが FASBを正式認可したことだけでも SECがどのよ

うな行動形態をとるか容易に理解できょう。たとえば，r議会が1975年に石油，
ガス会社の統一会計基準を作らんとして SECにその会計基準設定権限の執

行を指令しようとしたとき SECは AICPA，FASB及びその他の民間利害

団体と一緒になってその試みに反対した。 SECは基準設定権限の委譲を成功

裏におさめようと集中的な政治圧力運動をした。 SECは誤導する財務情報か

ら大衆を保護するより FASBの特権的地位の保護にヨリ多くの関心を示し

た」という SECの偏った行動が指摘で、きる。また，別の例として SECの

主任会計士は SECの会計政策に大きな影響を及ぼすものとなるが，その人

も AICPA会員であり，かっ SEC自身に影響を与えんとする AICPA諸

委員会でも働いているのである。さらに， SECの主任会計士が退職すると

AICPAのコンサノレタントとして年俸6万ドノレの高給で、雇われた事実もある

とL、う。これらのことから SECが AICPAや BigEight会計事務所の利

益代弁を行う関係にあることが明白となろう。

SECと BigEight会計事務所との関係をさらに付け加えていうならば，

たとえば， rSECは罰則規定で個人の CPA及び中小会計事務所より大会計

事務所に対しヨリ寛大な処遇をする傾向を示してきた。個人の CPAや中小

会計事務所は SEC関係の実務に対L画一的に業務停止処分を受け，その不

適当あるいは不正な行為に対し罰則として氏名が一般に公表されている O 同

様の行為で SECにより処罰された3つの BigEight会計事務所は比較的穏

便な処置ですませ，関係者の氏名は公表されなL、iままであった」とし、う。か

くして，上院小委員会は後で見る項目の勧告のなかの16番目の勧告ですべて

の独立監査人に同じ懲罰規定を適用するよう主張するに至るのである。

監査基準は FASBでなく AICPA自身が設定している O これも SECに

より「大衆に報告される情報に関する会計記録の正確性及び信頼性を保障す

るのに適当なもの」とLて認められている。しかし，米国で見られる多くの

会社の不王が未報告となっており，それがジャーナリストにより連続Lて果
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露されるや，r現在の監査基準の可否について大きな問題」となってくるので
ある。それでも， SEC自体監査人を何ら定期的にもチェックする手続すら

持たず，専ら AICPAに依存しっぱなしなのが実態なのである。かくして，

上院小委員会は「連邦証券諸法のもとで怠慢な会計士を個人がその損害で訴

えることができる機会を回復する必要があろう」と勧告するに至るので、ぁ2。

1) このことにつし、ては RobertChatov， Corporate Financial Reρorting， New 

i{ork， 1975， pp. 106--107が詳しい。

2) u. S. Senate. The Accounting Establishment， Washington， D. C.， 1977， p. 17. 
3) John W. Buckley and MarIene H. Buckley， The Accounting profession， Los 

Angeles， p. 98. 

4) U. S Senate，。ρ.cit.， pp. 17--18. 

5) SEC， Accountzng Series Release N o. 150， 1973. 

6) U. S. Senate， op. cit.， p. 18. SECを含め連邦公務員が AICPA諸委員会に参

加すべきでないことは後で見るように上院小委員会の16番目の勧告となってあら

われている。 Ibid..p. 24.本稿， 49ベージ。

n Ibid.， p目 18.
8) Ibid.， p. 18 and p. 24. 

9) Ibid.， p. 18.株主の監査人への損害賠償請求権に関して1976年の Hochfe!der

事件の米国最高裁判決があるが，これが株主不利，監査人有利の判決で、あったた

め，上院小委員会はその判決をくつがえすような法律を作るべきだと主張してい

る。 Ibid.，p. 24. 

八， Big Eight会計事務所及び監査依頼会社

前掲図 1の最後の枠を取り扱おう。会計基準設定における BigEight会計

事務所及び監査依頼会社の圧力については前項までの説明に譲ることにして，

ここでは会計基準の実際の適用上の問題点について言及することにしよう。

現行の「不幸にして企業活動の成績を報告するのに経営者に大きな弾力性を

認める会計基準」は報告者に都合のよいものであるほか， Big Eight会計事

務所にとっても監査依頼会社に対するサーヴィス向上という点で都合のよい

ものとなっている。しかし，このような会計基準では「多くの場合，不正確

あるいは誤導する財務諸表になってしまい，このような財務諸表に基いた経
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済的意思決定は投資家，債権者，仕入先，得意先及び、その他に大きな損失を

引き起してきた」わけであり，また連邦政府でも「公けの政策が不正確ある

いは誤導する財務諸表に基いてきたという意味からすれば，事実よりも幻想

に基いて行動してきた」と厳しい批判を上院小委員会は行っている。たとえ

ば，連邦税収入が会計基準に基いた利益及び資産価額に依存しているものの，

企業は代替的会計基準の選択により利益額を大きく左右させることが出来，

このことから租税の公平負担とL、う社会問題に会計は大きくかかわっている O

前述したように FASBが唯一の権威ある会計基準設定団体であっても，

FASB自体 AICPA， Big Eight会計事務所及び監査依頼会社に支配された

民間の利益代表団体としづ性格を持つため，上院小委員会は会計の根本的改

革を行おうとして民間の利益代表団体という FASBの機構改革を迫るので

ある。

しかし，他方「政府の不能率と無駄 (wastefulness) とし寸批判は民間内

で会計基準を作る権限の維持を正当化する論理に用いられてきた」こともあ

るが，上院小委員会報告書によると会計の場合，逆に民間よりも公的(政府〉

機関の方がより能率的，効果的に働くことが出来るとして， 1970年に設けら

れた公けの機関たる CASB(Cost Accounting Standards Board，原価計算

基準局の略，以下 CASBという・・・…筆者〉を例にとっている。 CASBは連

邦契約とくに国防関係予算契約で準拠されるべき原価計算原則(基準〉の統

一性と首尾一貫性を得るために作られたものであり，基準設定機能という点

では CASBも FASBも同じ仕事をしている。しかし，iCASBのスタ yフ

及び予算が FASBの約半分で済んでいる」とし寸事実からすれば，政府が

やろうと思えば会計基準も公けの機関で能率的，効果的に設定できるという

のである。

1) U. S. Senate， The Accounting Establishment， Washington， D. C.， 1977， 

p. 19. 

2) CASBについては本稿四の注4参照。

3) Ibid.， pp， 19-20 
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九，上院小委員会の16項目勧告

以上述べてきたように上院小委員会は徹底的に現行会計制度を批判してき

た。以下に挙げる16項目は議会及び連邦諸機関が企業の会計責任を促進させ

るような能率的かつ効果的会計実務を達成するために取るべき措置を明示す

ることによって連邦政府が大一衆へ信頼で、きる会計情報を保障しようとする勧

告である。以下順次それらを述べることにしよう。

1. r議会は連邦政府により公表され，あるいは認められた会計実務〔方

法〕の監督強化と適切な目標及び政策を樹立するのにより大きなリーダーシ

ップを実施すべきである。連邦諸機関への法的権限の広範な委譲，ついで民

間利益団体への広範な権限の委譲は政府及ひ、大衆を犠牲にしてなり立ってい

る。」かくして，議会は適切な会計実務を生むような権限の行使を実行すべ

きであると会計の政府規制の必要をまず第 1に勧告している。

2. r議会は連邦政府のための包括的会計目標を樹立し，連邦諸機闘が責

任遂行する上での指針を示すべきである。このような目標の欠如が連邦政府

内で相具なる，時には矛盾する会計実務を認めてきた。それが過去40年間大

衆的所有の株式会社に対し統一的かつ有意、義な会計基準設定への失敗と結び

ついた。JCASBは連邦政府により原価計算基準の統一性と首尾一貫性を達

成するため法的強制力まで用意した。 しかし， SECは未だ財務会計基準に

対して有意義な目標すら設定していない。包括的会計目標というのは「統一

性，首尾一貫性，明瞭性，正確性，単一性，有意義な公表，及び適用におけ

る公平性 (uniformity， consistency， clari ty， accuracy， simplici ty， mean 

ingful presentation， and fairness on application) Jを含めるべきだとし，

他方，工事進行基準，インフレーシ'ョン会計，平準化会計，及びその他潜在

的に誤導する会計方法 (percentage on completion income recognition， 

inflation accounting， normalized accounting， and other potentially mis-

leading accounting methods)を廃止する政策を取るべきだと勧告している。

3. r議会は連邦証券諸法を改正して損害を被った個人が怠慢な独立監査
人を不正規定にあてはめ訴えることが出来る権利を回復すべきである。」こ
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れは1976年3月30日のOlgaHochfelder事件の米国最高裁判決 (Ernst& 

Ernst v. Olga Hochfelder， et al.， 96 Sup. Ct. 1375)が故意、の不正，操作

の立証が監査人への損害賠償の必要条件となってしまったが，この判決を麗

し怠慢監査人に対して訴えることが出来るようにすべきだと監査人の義務を

重くせんとするものである。これは少数の怠慢監査人によりすべての独立監

査人の能力，ひいては会計に対する大衆の信頼が阻害されるのを防ごうとす

るもので、ある。

4. r議会は巨大企業の独立監査人として選定する場合，会計事務所相互間

の競争を促進させる方法を考えるべきである。」現行では経営者により指名

された会計事務所1社のみが株主総会に出席し，株主総会では慣行上自動的

にその会計事務所が選ばれることになっている。しかし，会社と会計事務所

との間の長い関係は利害が両者とも密接に結びついていることを示し，その

ため会計事務所の真に独立的な監査業務は事実上困難となっている。その改

善策の一案は「一定期間後会計士の強制的交替を図るか，あるいは会計事務

所が投資家及び大衆を保護する独立的行為を実施することが出来なかったこ

とを SECにより摘発された後に強制的交替をはかることである。」第2案は

「連邦証券諸法を改正して複数以上の会計事務所が株主総会に出席するよう

義務づけることである。」第2案の場合，少数株主持分権者も独自に会計事務

所を指名して株主総会に出席できるようにさせ，複数の会計事務所の中から

一つを株主総会で決めさせようとするものである。

5. r連邦政府は大衆的所有の株式会社の財務会計基準を直接設定すべき

である。会計基準は社会経済問題であり，それは大衆に責任ある政府の処置

によってのみ効果的に解決されることができる。」現行の SECではあまりに

も民間との結びつきが強いため，会計報告において大衆の信頼を確保できな

いとしている。そのため， もう一つの索として rCASBの活動に類似した

連邦機関による財務会計基準の設定をするか，あるいはGAO(Government 

Accounting Office，政府会計検査院の略，以下 GAOという…・・筆者〉によ

る会計基準の設定を行うJことを考えている。両者いずれの案にしても議会
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による強力な監視下に改めようとしている点は共通している。

6. I連邦政府は企業の財務諸表及びそれを支える記録の正確性を証明す

るため，独立監査人により用いられる監査基準を設定ずべきである。」すなわ

ち，大衆の信頼を回復するためには監査基準も民間の手から離れて公的なと

ころで作成されるべきだとしづ勧告である。より具体的には「監査基準は

GAO， SEC，あるいは連邦規定により設定できょう」と述べている。

7. I連邦政府は大衆的所有の株式会社に対し独立監査人の仕事を定期的

に検査すべきである。」こうした監査人への強制的検査は独立監査人が適切

な行動基準に従って有能に責任を遂行していることを大衆及び議会に保障を

与えるようにしなければならないからである。具体的には「定期的業務内容

検査は GAO，SEC，あるいは特別の監査人検査局により行われよう」と述べ

ている。

8. I連邦政府出連邦証券諸法のもとで企業の財務諸表の正確性を証明す

る監査人の実際の独立性の点で大衆の信頼性を回復するため，独立監査人の

厳格な行動基準を公表し，施行すべきである。」実質上あるいは形式上，独立

性をそこなうような監査人の行動は厳に戒めなければならなし、。たとえば，

監査依頼会社に対し経営助言業務(コンサノレタント業務〉と会計・監査業務

を同時に行っていたりしては独立性保持の点から疑念が生ずるため厳しく禁

止されなければならないと勧告している。具体的には ISECが独立監査人

の資格条件を決定する権限をもっており，そこが行動基準を公表し実施する

適当な機関である」と述べている。

9. I連邦政府は米国の15の巨大会計事務所に対し基礎的な活動および財

務資料を毎年報告させることを要求すべきである。」会計事務所はノミートナ

ーシップ(組合〉形態をとっているため，財務情報を一般に公表する必要がな

かった。しかし， Big Fifteen会計事務所は米国の巨大株式会社の大部分の

独立監査人となっており，公けの責任を取るためにも年次報告を提出する義

務があるはずだというのである。上院小委員会は報告書j乍成のため取りあえ

ず BigEight会計事務所から基礎的資料を提出させたが，毎年定期的に詳し
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い情報を提出させる必要がある。具体的には「このような情報を集める適当

な連邦機関は SECである」と述べている。

10. 1連邦政府は独立監査人の責任を明確化し，議会，大衆及び法廷の期待

に明確に応えるようにすべきである。」企業記録の正確性及び財務情報の公

正な表示に関する独立監査人の証明は企業活動の適切な公聞を通じて大衆を

保護するのに重要であり，これは連邦証券諸法で議会により期待されたもの

であった。独立監査人の証明は財務諸表およびそれを支える企業記録ととも

に正確，公平であることを証明すべきである。それが出来ない独立監査人で

は大衆の信頼をかち取ることは出来なし、。会計事務所で支持されている「公

平性及び正確性の漠然とした指針しか与えないような限定された責任のもと

での監査は現行の公表制度を効果的に運営するのに必要な保障を与えず，大

きな犠牲を強いるだけである。」もし独立監査人が株式会社の財務資料に対

し適切な証明を与えることが出来なければ，1連邦政府は必要な機能を遂行す

るための代替的方法を選択すべきである」と勧告している。

11. I連邦政府は大衆に公けの会合で財務会計基準，原価計算基準，監査

基準及びその他の会計実務を設定すべきである。」

12. I連邦政府は巨大な大衆的所有株式会社に対する監査及び会計業務の

提供における過度の集中を緩和するように働きかけるべきである。」法務省

と連邦取引委員会(日本の公正取引委員会に相当する……筆者〉は連邦独禁

法で会計及び監査業務の提供が過度集中になっていなし、かどうか調査・決定

すべきであると。そして，1議会は巨大企業に対する監査及び会計業務の提供

で集中を緩和する方法を考えるべきである」と勧告している。

13. I連邦政府は独立監査人として監査及び会計業務のみ遂行している会

計事務所を存続させるべきである。」換言すれば，連邦政府は独立監査人の責

任上両立しえない経営助言業務を行っている会計事務所との契約を白から排

除し，会計事務所のあるべき姿に戻そうとし寸勧告である。

14. ISECは連邦証券諸法上すべての独立監査人に同じ懲罰規定で処置す

べきである。1巨大会計事務所の罰則処置は関係した監査人の個人名も公表
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されず業務停止も受けていないが，中小会計事務所の場合は監査人個人名が

公表され業務停止処分を受けている。 SECの処分が巨大会計事務所に i十か

ったのに対し，今後は公平に扱えという勧告である O

15. rCASBの委員は CASB基準に既定の利害関係をもっ産業界及び会

計事務所の代表者たちにより支配されるべきでない。JCASBの規定によ

ると 5名の委員構成は産業界代表 1名，会計事務所から 2名，米国会計検査

院長官で同時に一般会計局 (GeneralAccoun ting Office) の局長兼務者の

1名と連邦政府代表 1名からなっているが，r連邦政府により任命される委員
は CASBに影響を受ける連邦の各省庁や機関の中から順次交替でなるべき

であり，必らずしも国防省を代表するものという必要はない」として，連邦

政府代表者も偏った人選を避けようというのである。他方，会計事務所の 2

名も CASB基準に対して全く利害関係のないものであるべきだとし，公平

性を保つよう勧告している O

16. r連邦公務員は連邦政府の会計政策及び手続に直接，間接の影響を与

えることを意図した AICPAあるいはそれと類似の団体の委員会に参加すべ

きでない。」連:)4)公務員は公平な公務執行を行わねばならず，したがって利害

関係の強い政治圧力集団の委員会の中で働くのは矛盾するというのである。

以上が1760ページに及ぶ上院小委員会の現行会計制度の改善に向けた調査

報告書にもとづいた概要であり，そのもとでの16項目にわたる勧告を要約し

たものである。主として BigEight会計事務所の横暴ぶりを資金面，人事面，

業務面から批判したものとなっているが，これに対して BigEight会計事務

所，およびそれに支配されている AICPAは上院小委員会報告書に対する公

聴会で反対の答弁を繰り返し，若干自主規制による改善をはかろうという試

みが見られる。そうした会計専門職業界の反応を次に見ることにしよう。

]) U. S. Senate， T he Accounting Establishment， Washington， D. C.， 1977， 

pp. 20-24. 

2) !bid.， p. 18目

3) !bid.， p. 184. 
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十，会計専門職業界の反応

上院小委員会報告書は1977年3月31日付で公刊されたが，報告書自体は

1976年12月7日付で答申している O それ以降関係者には大きなショッグとし

て受け取られた。多くの反論が会計専門雑誌に取り上げられ 4月から 5月

にかけて報告書に対する会計専門職業界代表の公聴会発言の模様も紹介され

ている。上院小委員会報告書の公刊(1977年3月31日〉前の1977年2月15日

に BigEight会計事務所の一つで、ある Peat，Marwick， Mitchell & Co.の

所長 WalterE. Hanson はし、ち早く反論を試みている O 彼の見解はその後の

会計専門職業界の意見を形成していくうえで大きな影響を与えていると考え

られるため，まずそれについて述べることにしよう O

(1) Peat， Marwick， Mitchell & Co.の所長 WalterE. Hansonの反論

Hansonの反論は1977年 2月15日に NAAの NewYork支部での講演か

らのものであり，それは NAAの月刊誌 ManagementAccountingの4月

号に掲載されている。 Hansonは上院小委員会報告書を簡単に次のように要

約している O

「小委員会スタッフにより展開されている論理構造は次のようになるだろう。

会計及び監査事務の提供に集中がある。このことが基準設定機能に対し集中支配

を生みだしている。そのことが監査依頼会社の経営者の利益となる会計基準の作

成に導びいている。最後に，若干論理の飛躍があるけれども，連邦政府が会計及

び監査基準を作成すべきだとし、う結論である。」

しかし， Hansonにしてみればこうした論理構造は歴史的なかかわり合い，

現状分析及び将来の展望の上でも全く短絡的な分析から成り立っているとし

て批判していくのである。

まず12番目の勧告で、 BigEight会計事務所がアメリカ大企業の殆んどの監

査及び会計業務の提供で過度集中があり，議会が集中の緩和策をとるべきだ

と勧告しているのに対し， Hansonはどのようにやるのかと疑問を抱き，大

企業の監査業務に BigEight会計事務所が集中しているのは「アメリカ経済
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構造から由来する」として，例えばアメリカ多国籍企業の監査には当然多国

籍にもわたる会計事務所を有するもので、なければ実施で‘きないはずだと反論

している。したがって議会が意図するように BigEight会計事務所の規模を

分割してしまえば多国籍企業を監査する能力ある会計事務所はなくなってし

まうというのである。向じ専門的職業でも医師や法律業務とは比較にならな

い程の国際的規模を要するのが監査業務であり，また産業界との比較におい

ても特定産業の多国籍企業では 8社もあれば過度集中といわれないのが現状

である。会計及び監査業務でも多国籍の業務をしていれば8社あるいは15社

では過度集中で独禁法違反の疑いもないはずで、あると述べている。さらに独

占ιよる料金値土げの疑いについても「会計事務所聞でたたず激しい競争が

あり，料金決定でも事務所相互間の打合せを行っていない」と真向から議会

の独禁法違反の疑いに反駁している。

第4番目の勧告で株主総会に複数以上の会計事務所を参加させて競争させ

たり，一定期間後強制的に会計事務所の交替を考えているが，これに対しで

も，もし会計事務所を変更したりすると「監査の初年度は準備期聞が必要な

ため費用がかさむので，こうした取り決めは必らず全般的に高い監査料金に

なるだろう」と O すなわち，監査の質的維持を図るためにも前任者の監査業

務をそのまま受け継ぐわけにはし、かず¥それぞれの会計事務所が独自の監査

業務の準備過程が必要であり，初年度監査に膨大な費用を要することになる。

勧告ではそのことをどう考えているのか全然触れず避けて通っていることに

対して Hansonは問題提起している O さらに，r公けにされた不正事件の多く

は株式会社の初年度あるいは第2年度監査のときに生じてきた」としづ事実

は監査準備期間中では企業活動に熟知していない監査人によって生じる危険

性が大になることからも勧告は表面的だと批判している。

第 1番目の勧告で民間に委譲した会計基準設定を議会が取り戻し，第2番

目の勧告で議会が包括的会計目擦を設定し，第5番目及び第6番目の勧告で

会計基準及び監査基準を連邦政府が設定しようとしていることに対して「中

央集権的支配」と Hansonは批判し，第16番目の勧告で連邦公務員に対し
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AICPAの諸委員会に出席させずに会計及び監査基準を作ることを考えてい

ることに対して「混乱した思考J(doublethink)として反駁している。連邦

公務員だけにまかせて，しかも調査研究をしている実務担当者を排除して果

して立派に会計基準及び監査基準が出来るだろうかと疑問を呈している O

中央集権的な会計基準が果して効率的に，また時代に即応して作成できる

かどうかは歴史が語ってくれるとして， Business Week誌の社説を紹介して

いる。

「思考力ある人々が到達する唯一の同意は政府指令の会計規則がアメリカ産業

界で起こりうる最悪のものであろう。改正するまでには時間がかかり，殆んど改

正されないことが多い。政府の会計規則がし、かに陳腐化し，馬鹿げているかを知

るには ICC (Interstate Commerce Commission， 1十|際通商委員会の略〉により

作られた75年前の鉄道会計が現在まだ実施されていることを調べればよい。」

例えば Pennsylvania鉄道のような大鉄道を倒産においやった要因の一つが
注J

ICCのような政府規制の統一会計にあると真向から批判している。

注) 1977年から見て75年前から ICCの鉄道会計が変っていないという BusinessWeek 

誌の社説の主張であれば， 1900年代から変っていないことになる。しかしこの当

時の鉄道会計の変貌は Georg巴O.Mayの著書によって知ることができる。 May

によれば1918年前後では鉄道会計は車例についての定額法償却を認めているがそ

の他の償却性財産に対しては廃棄法か取替法でもって減価償却の代替物とした。

その後 ICCは1931年にすべての償却性固定資産に定額法減価償却を命じたが，

この時すでに大恐慌下であったため中止せざるを得なくなり，現実には1943年1

月1日から施行していると述べている。 (G.O. May， F':nanc':al AccounNng， 

New York， 1943， p. 129 and pp. 136-137.)こうした ICCの鉄道会計の改

善を BusinessWeek誌は無視しており， Hansonもそれに疑問を抱かず， ICC 

のような政府指導の統一会計を批判している。

また，会計基準設定を民間にまかすと利益享受団体の飽備となる虞れがあ

ることを勧告は述べているが Hansonは数年前アメリカで投資減税をやっ

たことを例に挙げ，これは政府自体が産業界の圧力から会計問題にタッチ L

たものであり，政府規制の会計基準でも結局，産業界の意見を政治的圧力と

いう形でとり入れることになるだろうとしづ。上院小委員会が期待するよう
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な産業界からも会計事務所からも全く独立で大衆の信頼回復のためのものを

作ろうとしても結局，大差ないものに終るであろうと予測している。

第6番目の勧告で連邦政府が監査基準を作れといっているがこれも現実を

直視していなL、し、と批判している。たとえば，数年前，住宅供給都市開発省

(Department of Housing and Urban Development)は独立会計士により

用いられるべき監査基準 (auditguide)を公表したが，このような監査基準

を作るほどの専門的知識を有していなかったため多くの欠点を有していた。

そのためそれを改正し，実質的には AICPAの勧告を全部採用するに至った

経過を見れば Hansonにしてみれば連邦政政が行おうとしているのは理想

論にすぎないといわんばかりである O

第7番目の勧告で大企業の監査人に対して定期的に政府による監査人の検

査を行えといっている。それに対して Hansonは政府指令型の監査基準でも

問題あるので，政府に監査人を検査する能力を開発するには相当長期間の準

備期聞が必要であろうとし，rその仕事を適切に行う唯一の方法は専門職業家
たちによりやらせることである。衆知のように会計専門職業家はすでに同僚

の業務検査プログラムを実施に移している」と反論している。 Hansonが所

長をやっている BigEight会計事務所の一つ Peat，Marwick， Mitchell & 

Co.では AICPAのプログラムで会計事務所の業務検査を受けている。「検

査者はその仕事に12000時間以上を費やし150名以上のパートナー，プリンシ

パル(会計事務所の経営助言財務を担当し，公認会計士業務を行っていない

もの……筆者〉及びマネージャーを従事させ， PMMの業務内容管理手続を

分析し， PMMの相当数の監査従事者の仕事を奥深く調査した」と現状を披

露し，この AICPAの仕事を連邦政府が代行するほどの能力を未だ持ち合わ

せていないというのである。まだ同会計事務所内部でも独立性維持のため自

己の財務統制を行っているとし寸。「我々は専門的実務検討委員会を作り，事

後報告書の検討を行い，監査人を支えるための会計原則調査班を設け，特定

監査依頼人に配属されるスタッフを交替させる政策をとっている。これらの

ことは我々の財務内容の質的維持を図り監査依頼人と当事務所との独立的立
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場を維持するための内部索制として働いている」と述べ，こうしたことが出

来るのも大会計事務所にして初めて出来ることだと主張している。この勧告

が出た裏は最近のマスコミで賑わしている企業の不出支出・賄賂資金に対し

て監査人が発見できなかったことからであろうが Hansonは「このような

ケースに用いられた『賄賂』やその他の工作は通常の監査領域の範囲内に入

らない。一般に用いられる工作は現行の統制組織の裏をかし、たものか，経営

者の背任行為によるものであった」とし，これらは政府指導の監査人検査で

も発見不可能というのである。

第10番目の勧告で独立監査入の監査証明書は「財務情報が公平に作成され，

企業の記録が完全かつ正確である」というものでなければならないと期待し

ているが， Hansonは経済.的にいって無理だとしている。 Hansonの Peat，

Marwick， Mitchell & Co.が中規模の監査依頼会社に対してこのような完

全な監査を行ったと仮定して論を進めている。こうした不正発見としづ監査

で 100万ドノレの費用見積りとなるが，正常な監査では5万ドルしか報酬がも

らえないのが普通である O 上院小委員会のような監査証明を期待すれば20倍

以上の監査報酬を得なければ引きあわないわけである O それを実施するには

スタッフも激増させなければならず，費用の面からも大きな問題として残ろ

う。したがって，監査人が行うべきことは「何を行い，何を行わないか，何

をすることができ，何をすることができなし、かを大衆に知らせることである」

とし， 1977年春の公聴会で訴えると力説している。

第 3番目の勧告で議会は個人が怠慢会計土を訴訟できる権利を回復させる

べきで， Hochfelder事件の米国最高裁の故志の不正，操作がなければ訴える

ことができないとし寸判決をくつがえすべきだと勧告している。しかし，上

述したように現行の監査が不正摘発のための徹底的監査〔精査〉でないとい

う現状からすればその勧告に猛反対となるのは明らかである。 Hansonによ

ると「最高裁のとった意見はもし監査人が欺かれたり，故意でない怠慢が伴

なったりすれば監査人が誠意ある行動をしていたと認められるべきだという

のである。人が欺いたり，操作したり，あるいは詐取Lょうと L、う意図がな
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いのに一体，何故不正行為者と呼ばれ，莫大な義務を背負わされなければな

らないのか。この勧告は権利を回復しようとするものではなし不正を回復

するものである」とし，現実問題として精査の実施の義務を負うていない以

上， Hochfelder事件判決をくつがえすことが無理というのである。

最後に第8番目の勧告で監査及び会計業務のほかに経営助言業務を行って

いる会計事務所は独立性の点で問題あるから，これを禁止しようとし.さらに

第16番目の勧告でそのような会計事務所とは連邦政府の監査及び会計業務の

契約をすべきでないとしている。この点についても Hansonは次のように反

論している。「経営助言業務の遂行がしばしば監査業務の向上を図る効果を

持つというのは事実であり，私の知るかぎり何らかの種類のコンサノレティン

グ業務が会計事務所の機能を阻害している法的事件もなかった。この問題は

数年間にわたって徹底的に研究されてきたL，コンサノレティング業務により

独立性が阻害された証拠もなし、」と真向から対立している O さらに論を進め

て次のように述べている。「上院小委員会のスタッフが考え続けているよう

な会計と直接結びつくコンサノレティング業務は理論的に監査の独立性と直接

衝突しがちな仕事である。その他の領域のコンサノレティング業務のいくつか

はスペシャリストにより行われ，会計士の基本的能力とは程遠い仕事である

から会計制度から切り離されており，したがって監査人の独立性を脅す可能

性はごく少ない。JHansonは会計に直接結びつくコンサノレティング業務を例

えば税務相談と考えている。しかし上院小委員会報告書を詳しく読むと会計

事務所の業務を1.監査及び会計業務、 2.税務， 3.経営よりJ言業務の 3分類にし，

税務を経営助言業務の中に入れていなし、。したがって Hansonが「税務相

談業務は経営助言業務と L、う大分類の中で行われるその他の業務と同様の助

言業務である」としづ把握のもとで上院委員会報告書を批判するのは無理で

あろう O また Hansonは重役派遣とし、う経営助言業務も「監査依頼会社から

の要求から生じた」ものであり，これを満たすために専門的に取り扱い，向

上させてきたのだと述べている。この論理は会計事務所が監査依頼会社との

独立性保全に疑念が持たれたことに対ーする反論とはなり得ないものとなって
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いる。

最後に第2番目の勧告で議会が包括的会計目標を作るべきだといっている

ことに対し， Hansonは AICPA1965-1966年の会長 RobertM. Trueblood 

の研究報告を何ら検討していないことに不満を訴え，さらに最近でも FASB

概念体系プロジェグト (conceptualframework project)で研究を重ねてい

る実績の評価を無視していると主張している。

以上，上院小委員会報告書の16項目に及ぶ勧告の主なるものに対して Big

Eight会計事務所の一つ Peat，Marwick， Mitchell & Co.の所長 Hanson

の批判を紹介して，小委員会報告書の勧告が実施に移されるような基盤であ

るかどうかの判断の素材を提供したつもりである。勧告の背景にあるものは

本稿こから八まで紹介したように連邦議会により 1933年及び1934年と証券法，

証券取引法が作られ，それを管理する SECが作られながら， SECは会計

基準及び監査基準の作成を民間に委譲してしまい，その民間の会計基準及び

監査基準設定機関を人事国，資金面で牛耳っているのが BigEight会計事務

所であると L寸批判から成り立っている。そのため民聞から連邦議会の手に

戻すような勧告となっているため，勧告では BigEight会計事務所の会計基

準設定機関の支配について部分的修正を考えていなし、。民間の会計基準設定

機関の人事，資金田についての改善勧告を行わなかったのは部分的修正より

上記のように全面的改善修正を考えたからに他ならなし、。しかし BigEight 

会計事務所の意見を代表する Hansonはそのような全面的批判を甘受するこ

とが当然できないはずであり，次のような反駁をしている。

まず，資金面から BigEight会計事務所が会計基準設定機関たる FASB

を支配しているとし、う勧告に対して「もし他の出資者が資金面全体で世話し

たければ，私の考えでは悪いことではなし、。しかしそれはあるべき姿でなし、。

我々は自己の持分だけ負担すべきである。現在のところどの会計事務所も

FASBの総予算の 5%を越えて出資していないし，会計事務所全体でも50.9-，1'

以下である」として資金面で50%以下の出資だから FAF，FASBを支配で

きないといっている O しかし小委員会報告書を分析しなおすと BigEight会
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計事務所とその監査依頼会社(米国上位580社だけに限定してみる〉の FAF

出資金合計は FAF予算の80%を占めるに至っていz;
注) 1975年の FAF予算事4，129，201

Big Eight会計事務所出資分

580社の株式会社 事1，928，349xO.91

事3，354，798..，.事4，129，201=81.2459% 

本稿五， 37ベージから計算。
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Big Eight会計事務所とその監査依頼会社は会計に対して利害が共通してい

るため，合算して計算してみたのである。したがって Hansonがたとえ表面

上会計事務所はFAF予算の50%以下の出資だといっても，利害の共通してい

る監査依頼会社を通ずることによって BigEight会計事務所は資金面でFAF，

FASBを実質上支配していることが明らかであろう。

また，人事面では上院小委員会は BigEight会計事務所→AICPA理事会

→FAF→FASBと人事権を握っているとし、う。 Hansonは小委員会報告書が

rBig Eight会計事務所が AICPAの会員の15%しかないのに， AICPAの

中心組織の代表者が非常に多い」と L、う批判に対して rAICPA会員の約34

%が産業界で従事する公認会計士からなっている。もし AICPA理事会の代

表を厳密に比例して選出すれば，理事会の 3分の 1しか産業界から出なかっ

たことになる」と述べている。実際に活動していない公認会計士まで理事会

代表に送り出せば無謀であり，小委員会といえども現状を確実に把握してほ

しいというのである。しかし， AICPAを代表する18人の理事会代表は Big

Eight会計事務所から 6人が選出され， Big Fifteenでは 9人が選出されて

いる O これは18名中 9名だから丁度半数を占めることになる。他の 9名は組

織力がなく，各種の階層からなっているため， Big Eightあるいは BigFif-

teen会計事務所により牛耳られていることは明らかである。

また rNAA，FEI及び AAAのような組織は公会計業務に従事していな

い会計士の声が聞かれるチャンネノレを準備している」と Hansonはし、う。し

かし， NAAにしろ， AAAにしろ両者合わせて FAF，FASB予算の 2%
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足らずの出資では，形式上 FAF協議員に指名できる権限を有していても，

決定的な任免権は AICPA理事会が留保Lている以上，実質上 AICPAや

Big Eight会計事務所サイドの意見を有するものが選任されることは明らか

である。したがって Hansonが「全体として FASBの支配的基準は表面上

も実質上も独立性にあるべきである」と主張するには，特に AICPA理事会

→FAF 協議会→FASBとつながる委員の任免権を放棄しなければ， FASB 

が自由に独立した意見の表明を行うことは実質上無理であろう。

上院小委員会は民間に委譲した会計基準設定を議会が取り戻し，会計の政

府統制を強化しようとする会計制度の全面的改革を目指したものである。そ

れに対し巨大にまで成長した BigEight会計事務所は当然のごとく既得権の

維持に躍起になり「どの産業でもどの職業でも改善の余地がある」として全

面的改革に反対し，部分的改善を民間内部でやっていこうというのである O

そして政府統制よりも民聞による基準作成の方が機能的だというのである。

(2) 公聴会までの各界の反応

上院小委員会報告書は前述したように主として BigEight会計事務所，

AICPA及びそれらが資金面，人事面で支配している会計基準設定機能を担

う FASBに向けての猛烈な批判から成り立っている。報告書は1976年12月

7日に答申され， 1977年3月31日に公刊されたのであるが，公刊以前から批

判を被った諸団体は大きな関心を払わずにはいられず，たとえば AICPAの

月刊誌 Journalof Accountancyは1977年2月号から， NAAの月刊誌 Man-

agement Accounting は3月号から殆んど毎号各界の反応を伝えている。そ

れでも前者の方が受けとめ方が厳しく，詳細な反応を伝えているため，それ

を通じて公聴会前までの各界の反応を分析することにしよう。

まず，上院小委員会報告書の公刊前の1977年 2月号の.Tournalof Ac'-

countancyの論説によると報告書の概要説明を行い，それへの対応は公聴会で

批判すると述べるにとどまっているが， 3月号及び4月号、の論説ではAICPA

議長， BigEight会計事務所及びFAF協議会長のショッグのほどを伝え，会

計に対する政府統制に激しく抗議している O 他方， SECの委員や BigEight 
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会計事務所のコンサルティング業務で競合する立場にあるコンサノレティング

管理士協会 (Associationof Consulting Management Engineers)の会長の

上院小委員会報告書に対する基本的支持論をも掲載している。これらの反応

は次に見る公聴会での陳述と重複する部分が多いので，そこで紹介すること

Vこし?こし、。

公聴会に先立つてすぐさま改善すべきものに着手しなければ，強烈な批判

に太万打できなくなる。まず，前述したように BigEight会計事務所→AI

CPA理事会→FAF協議会→FASB委員と FASBが人事面で AICPA，Big 

Eight会計事務所に実質上支配されているため，その疑いを晴らすための改

善策を展開しなければならなかった。 Journalof Accountancy 5月号による

とFASBを調査している AICPAの構造(改善〉委員会(StructureCommittee) 

は独立性の体裁を整えようと次のように勧告している。上院小委員会報告書

作成時の1976年では FAF協議会は 9名から構成され 1名は AICPA議長

の兼任，他の 8名は AICPA理事会が任免権を有していたが(前掲図3参照〉

1977年の AICPA試案では構成が11名に増加させられている o AICPAの

FAF協議員に対する解雇権を放棄し， 次いで1I名中4名は CPA業務に携

っている AICPA会員からの選出という規則をも廃止すべきだとし、う試案を

出Lている O

また同誌によると FASBが7名Aの委員から構成されているが，従来7分

の5の構成で可決されていたものが過半数の 7分の 4でよいことにしようと

提案している。さらに FAFを形式上ささえている AICPAを含め6団体

(1976年10月1日に証券業協会 (SecuritiesIndustries Association，が加入〉

の代表6人委員会を作り， FAF協議員の選考を行ったり， FASBやFASAC

との意見交換を行}うべきだとして AICPAの FAF.FASB支配の疑念を取

り除こうと提案している。

さらに同誌6月号で見られる構造(改革〉委員会は FAFに対する出資で

Big Eight会計事務所の比重が多すぎるとし、う批判に応えて「特定の 1会計

事務所による出資を5万ドルないしは FASBの年間予算の 1%以内という
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限定1を設けている。これは BigEight会計事務所各社が20万ドノレで、あった
ことを想起すれば大きな譲歩であろう。

上述の改善策は上院小委員会の強烈な批判が核心をついていたからこそ公

聴会に先立って， AICPA自身が態勢を整えなければならなかったことの証

拠であり，自らの欠点を晒けだしたことにもなる。

また，同誌5月号では公聴会の直前に上院小委員会の一人である上院議員

Sam Nm:m から AICPA理事会議長に 8項目の質問状が出され，それに対

する回答を行ったと述べている。 8項目の質問とは要約してみると次の通り

である。

1. 現行の財務会計基準が大衆の保護の上で適切か。

2. 現行の監査基準及び手続が大衆の保護の上で適切であるか。

3. 監査人は監査依頼会社から独立性を保っているか。

4. AICPAおよび会計専門職業が巨大会計事務所により支配されている

か。

5. 監査人の責任を決める現行の基準が大衆投資家を充分保障しているか。

6. 大衆的に所有された大株式会社に対する監査及び会計業務に過度の集

中があるか。

7. 公認会計士の罰則規定は充分か。

8. 連邦政府はコンサルティング業務を行っている会計事務所と政府の監

査業務で契約すべきでないか。

こうしたことに対する反論は殆んど前述 Hansonのところで触れている。

Journal of Accountancyの5月号ではこのような質問に一つ一つ答えること

なし要約して「会計専門職業は財務諸表の監査を信頼することにより大衆

に対し充分な保護を完全に与えることができるJと述べ，逆に「上院小委員

会スタッフの調査勧告を採択すればその目的の達成を阻害するであろう」と

警告している。また，州レベノレであるが独禁法を管轄している FTC(Fed 

eral Trade Commission，連邦取引委員会の略〕がγカゴ支部で調査に乗り

出したと報じている。それは AICPAの公認会計士資格試験，倫理，会計及
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び監査基準，それに BigEight会計事務所の大企業監査が自由競争を阻害し

ていないかどうかを調査せんとするものであり，rその調査が州レベルに焦点
をあわしているが，明らかに全国的レベノレに広がるだろう」と危機感を深め

28) 

ている。

同号の Journalof Accountancy (5月)では AICPA理事会議長 Michael

N. Chetkovichは「会計専門職業がその長い栄光ある歴史の中で困難な時期

に直面し，恐らく最も深刻な伝達問題に直面している」として AICPA会員

に書簡を送り，団結を訴えている。そこではまず上院小委員会の政府統制に

よる会計を紹介し，報告書の批判が的外れであることをごく簡単に結論のみ

述べ，今後「我々の職業が産業界，国家及び国民に奉仕するため最善の知恵，

努力及び行動を奮い起こそうとしていることを大衆及び議会に訴え続けなけ

ればならない」としながらも，確かに「改善の余地がある」ことを認め，rこ
のことは我々の職業でもどんな職業でも経済界の変化にともなって絶えずヨ

リ高い，新しい，効果的な基準を求め，到達しなければならないため絶えず

挑戦しているJと。そして同時に「我々はこの職業の数多くの業績のプライ

ドを隠す必要もないし，アメリカ会計専門職業が世界中のリーダーシ y プを

とっている役割を無視する必要はない。我々は諸問題で、団結しつづ、ければ，

この新しい攻撃に対処することができると確信している」と AICPA議長は

歴史上最大の攻撃に対して公聴会の直前に団結を叫んでいるわけである。

上院小委員会報告書に対しては上記で述べたような AICPAや会計事務所

の反応のほか，当然，彼らの監査を受ける産業界でも大きな反応を示さざる

を得なし、。アメリカ産業界を代表する雑誌 BusinessWeekの論説は最も早

くから上院小委員会報告書に対する批判を加えている (1977年1月31日号)。

同誌によると上院小委員会報告書の論理は二人の学者の意見を取り入れた

ものであるとしている。監査人の独立性とその問題から生ずる会計上の弊害

は NewYork市立大学の AbrahamJ. Briloffの意見であり， SECの責任

追求とか民間の公的機関による会計基準設定の方が適切，公平であるという

論理は NewYork 州立大学の RobertChatovの意見を全面的に取り入れ
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ているとしづ。そして同誌によると上院小委員会報告書は「大ハンマーで打

ちこわすことによって複雑な問題を解決しようと試みており，その結果は全

くのくず物になる」とし，1もしその勧告を法制化するのに成功すれば，米国

の産業界及び証券市場を政府規制会計規則とし、う無意味な，馬鹿げた締めつ

けジャケットで縛りつけることになろう」と批判している。また投資減税問

題について述べ，政府の手により一見公平な立場で会計基準が作られるよう

であるが，現実は「会計を政治的圧力に晒す」ことになるとじ，rより悪いこ

とに政府の規則設定は意味のある有役な情報の多くを企業報告書から取りあ

げてしまうような任意の非弾力的な手続を業界に課すことになろう」とし，

上院小委員会報告書が批判してきた現行会計情報の不適切さを逆に有益で、意

味あるものとして上記報告書の主張に耳を貸そうとしていない。そして，r効
果的な会計基準は熟練した独立専門家によってのみ展開されることができ

る」と主張している。アメリカ産業界を代表する機関誌がこのような政府規

制反対，現行制度支持の立場の堅持を一貫して主張するのはその背景からし

てむしろ当然のことであろう。

上記のように公聴会以前に AICPA会員の団結を図るための情宜，産業界

の機関誌による情宜により政府規制会計基準設定反対とし、う世論を作り出そ

うと努力した跡がわかり，さらに AICPAの内部規則の改善を急いで公聴会

にのぞもうとした跡も窺われた。以下，公聴会での各界の主張を取り上げよ

う。

(3) 公聴会での意見陳述と今後の見通し

上述のように上院小委員会報告書は公聴会直前に各界で犬きなショックと

して受けとめられ，その対応に苦慮していた経過を見てきた。上院小委員会

報告書に対する公聴会は1977年4月19日， 21日 5月10日 12日， 24日， 26 

日の 6日聞が予定された。

最初に公聴会に立たされたのは AICPA理事会議長 MichaelN. Chetko 

vichであり，その随員として AICPA理事会長 WallaceE. OlsonとAIC

PA政府関係副会長 (AICPA Vice President for Government Relations) 
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Th巴odoreC. Barreauxが出席した。 AICPAは一貫した態度，すなわち政

府の一方的規制はよくない，そして「政府機関と専門職業界との協力的関係

に依存することが最善の解決策であるJとしづ主張をし続けている。そのた

めのいくつかの論拠をあげている。たとえば「企業の失敗および重大な株主

の損失をもたらした会計あるいは監査の欠点は監査実施の総数から見れば

『極く少なしJ ものであった」とし，上院小委員会で多くの会計士の問題点

が指摘されていても i5年あるいは10年前の状混よりも分析はまず今日の状

混を考えるべきだjと主張し， AICPAが最近改善を図ってきた次の4点を

列挙している。

1. 監査委員会を編成し，監査人の独立性の強化を図っており，これは株

式会社監査に一般的となってきた。

2. 約半数の州が会計監査業務を維持する条件として継続的専門家教育の

要件を課すようになってきた。

3. 会計事務所は自己の職業訓練及び業務監査の領域を拡大してきた。

4. 大衆的保有の会社の監査人交替があるところでは会計士の問題に関す

る監査人対経営者の主張の対立が公表されねばならなくなったO

第4点などは何故改善策とみなされるのかの論拠がはっきりしなし、。会計上

の主張の対立は監査人の交替時のみならず，平常時でも公表すべきであり，

交替時だけ特に重んじて公表するとなると，監査人の交替回数はごく少なく

なり，これが経営者と監査人との聞の長期間の癒着関係を生む可能性を増大

させるからである。

AICPAは上記のような改善を試みているから i40年以上も協力してやっ

てきた民間と SEC(SEC議長， SEC委員あるいは SEC主任会計土から

何ら異議が出ず，このことを議会を含めるあらゆる階層に熟知されていた〉

は会計及び監査実務を洗練化し，経験に沿って新しいものに作り上げること

を続けることが出来るし，またそうしたい」と部分的改善の道を絶えず進む

決意を示している。

上院小委員会の16項目の勧告が早急に政府の手による会計基準設定を強く

訴えるものであったが，上記の主張や前の項で見た公聴会直前の反対運動を
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意識して，小委員会長である上院議員 LeeMetcalfはいつの間にか強硬路線

から柔軟路線の発言に移っている。 Metcalfによると小委員会としては「会

計の改革を達成するのに追加の法律を提案しなかったJ，そして「我々は新し

い法律なくして我々の目的を達成できることを心から希望する」と述ベてい

る。この発言は Metcalf自身(上院小委員会自身)180度の方針転換といっ

てもよいほどの言質を公聴会で取られてしまったことになる。

Metcalfの腰砕け的な提案は現行制度をより改善せよという趣旨になり，

この提案は AICPAの方針と一致する。;意を強くした前述 AICPA議長は

最近の改善策に加えて，今後とるべき主たる領域での AICPAの決意の程を

示している。すなわち 1，監査及び会計基準設定過程の公開， 2，独立監査人

の業務を検査する効果的制度の樹立， 3，会計事務所をより独立的にし，大衆

により責任あるものにすることが改善の余地ある領域だとL寸。

上院小委員会報告書の論理構造を支えていたとされている NewYork州

立大学の RobertChatovは一貫して現行会計制度に対する強硬な批判を公

聴会で述べている。彼の主張は学者グノレープが会計基準を作り， -それを議会

により立法化させ，それを SECにより管理させ，会計基準の解釈をめぐる

紛争は特殊な裁判所を作るべきだというのである。

Metcalfの上院小委員会に委員として参加していた上院議員 H.Percyは

より卒直かつより理解しやすい財務諸表の作成を要求しているものの，r政府
が民聞にかわってやるべきだと考えたくない，そして最高の改善策は民間に

依存せねばならない」と Metcalf同様腰砕けの発言となっている。そして

fAICPAの監査基準実行委員会が大衆に公開されることができるか」と

Percyが尋ねるや， AICPA理事会長Olsonは「誰もそれに大きな関心を持

っていないと思ったのでそれを考えていなかった」と簡単に逃げられている。

また Percyは小委員会報告書が独立性を阻害するものとして特に批判してき

た会計事務所の経営助言業務についても殆んど批判せず，ただ経営助言業務

の公開だけを強く主張するにとどまっている。もちろん，このような厳しく

ない要求には AICPA議長も同意している。
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AICPAの次に公聴会に立ったのはFAFの政府関係委具会議長 (chairman

of the FAF's committ巴巴 on gov巴rnmentr巴lations)Alva O. Way Ill， 

FASB議長 MarshallS. Armstrong及び中小会計事務所を代表した Gordon

Anderson， Norman ]. Elliot， Thomas S. Watsonであった。 FAF及び

FASBの代表は AICPAの主張と変ることがなく1.民聞による会計基準が

大衆の利益保護にとって最善であること， 2.FASBは独立した機関であり，

独立した作業をしているし，米国の証券市場で財務情報の品質向上に成功を

納めたこと， 3.政府機関が FASBと同等の仕事ができるかは全く疑問であ

るとじ，現行会計制度に根本的欠陥がないことを主張している。

中小会計事務所の意見陳述は大企業向けと中小企業向けの会計原則とは異

なったものであるべきだと主張し， AICPA及び FASBが中小会計事務所

や中小企業に向けた活動をもっと行うべきであるとの主張を行っている。し

かし，会計基準及び監査基準の設定機関はやはり公的機関でなく民聞が受け

持つべきだと AICPA，FASBの意見と同じ路線に泊った発言を行っている。

1977年5月には巨大会計事務所， SEC， FAF及び FAFの共同後援諸国体

の公聴会と会計に密接な関係ある当事者との聞の円卓討論会での証言がなさ

れた。

まず， Big Eight会計事務所の意見陳述から見てみよう。上院小委員会報

告書で巨大ぶりを特に名指しされた BigEight会計事務所の一つ Price

Waterhouse & Co.の所長 JohnC. Bieglerは他の BigEightと協調せず，

上院小委員会報告書の中で受けいれられるものは受けいれようとする態度が

見られる。すなわち， SECに会計事務所の管理権を大きく持たせるような規

則でも甘受しようと次のような改善策を示している。

1. 大衆的に所有されている会社の監査をする会計事務所のSECへの登録。

2. 会計事務所の年次財務諸表の公表。

3. SEC後援による定期的な監査人の検査。

4. 経営助言業務におけるSECガイドライン樹立。

会計基準の設定や監査基準の設定は政府でなく民間で行うことを主張しつつ
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も他の領域では政府の代理機関であるSECに権限強化させることまで甘受し

て，巨大会計事務所の中でも最大である PriceWaterhouse & Co.の既得

権，利益を守ろうとしている。

これに対して他の BigEight会計事務所は反発している。例えば， Peat， 

Marwick， Mitchell & Co.の所長 WalterE. Hansonは上記1.の大企業監

査をしている会計事務所のSEC登録を新たに述べることは，すでにSECがそ

の権限を有し，実行しているから不必要だとしている。また，上記3.では

SEC後援でなく，すでに民間独自で監査人検査が進行中であり，巨大会計事

務所ではすで仁実施済みで、あり，他の事務所も行おうとしている途中である

と反発し，上記 3.と4.及び専門職業教育の点でト「監査人検査，専門家に対す

る継続的教育要件及び経営コンサルティングの領域をSECの主任会計士に管

轄権を譲れば， Biegler [Price Waterhouse & Co.の所長……筆者〕が会

計上の独裁者になってしまうだろう」という背景を心配して Hansonはこ

とごとく PriceWaterhouse & Co.の提案に反発するのである。裏をかえ

せば PriceWaterhous巴&Co. と SEC との結びつきが非常に密接である

ことを物語っている。なお， Peat， Marwick， Mitchell & Co.の Hansonの

公聴会証言はすでに本稿十の(1)の所の Hansonの主張と変るところがなく，

ここでは詳しく述べなくてもよかろう。

上述したところから BigEight会計事務所はより巨大化を目指す Price

Waterhouse & Co.の意見と Peat，Marwick， Mitchell & Co.のような意

見とに分かれているように見えるが，根本的には民聞における会計基準，監

査基準の設定を放棄しようとするものでなし、。前述 AICPAの公聴会証言を

見ると，それは Peat，Marwick， MitcheU & Co.のHansonの論理と大差な

い。ーまたその後の Coopers&Lybrand， Arthur Andersen & Co" Arthur 

Young & Co.， Touch巴 Ross& Co.， Haskins & Sellsの証言もその線に

沿っており，重複して意見陳述を七ている部分の紹介を避けよう。目新しい

提案と考えられるものも若干ある。 Haskins& Sellsの代表は FAF協議員

及び FASB委員の 1名あるいはそれ以上を大統領任命制にして会計基準設
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定機能に権威づけてはどうかと提案している。

公聴会の一環としてFAFを共同後援している AICPA以外の 4団体 (AA

A， Financial Analyst Federation， FEI及び NAA)及び会計と密接な関係の

ある当事者との聞で、円卓討論会が行われた。 FAF共同後援者の;意見陳述は

AICPAの主張に泊ったものとなっており，これも重複して述べることを避

けよう。しかし，大企業の監査を享受していない会計事務所やその団体及び

経営助言業務で対立しているものは一部分上院小委員会報告書を支持してい

る。たとえば， Kellog & Anderson会計事務所は「全国的及び国際的規模

の会計事務所の不公正な競争の業務活動及び手続」を独禁法を管轄している

連邦取引委員会が調査せよと提案しているL，また，コンサノレティング管理

士協会 (Associationof Consulting Management Engineers) も会計事務

所がコンサノレティング業務から手を引くべきだと提乗している。さらにまた，

Robert Half Personnel Agencies (Robert Half人事管理相談所〉の Robert

Halfも会計事務所が重役派遣したり， 会計事務所スタップを監査依頼会社

へ出向させたりするサーヴィスを制限すべきであると提案している。〉当然の

ことながら BigEight会計事務所と利害が対立するものは小委員会報告書の

勧告を基礎に BigEightを攻撃しようとしているのである。

以上公聴会の概要を紹介したが，本稿ーから九で見てきたように上院小委

員会報告書は現行会計制度に対する根本的批判に立脚して会計基準及び監査

基準の設定機能を民聞から奪い返そうと終始徹底していたが，公聴会直前の

各界からの激しい攻撃があり，しかも民間内での部分的改善の試みが用意さ

れるや小委員会長Metcalfは公聴会の冒頭から腰砕けの発言を陳述してLま

っている。これにより民間の関係諸団体は安心して意見陳述が出来たのであ

ろうが， Price Waterhouse & Co.以外では政府に何ら関与させない民間内

での自主改善策を互いに探りあう自己検討会に終っている。上院小委員会は

結局，民聞がどこまで自主改善が出来るかを当分の間静観しようとする姿勢

になってしまっている。だがしかし，民間に与えられた避けようのない批判

点については早急に処置が取られねばならなし、。前述した FASBを調査す
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る構造(改革〉委員会の FAF人事権， FASBの可決方法， FAFへの出資

制限などの改善策は BigEight会計事務所及び A1CPAの支配権の疑いを

取り除こうとして公聴会で自主改善の努力を評価してもらうためのものであ

った。公聴会後になっても自主改善の必要に迫られていることは明らかであ

る。公聴会後の働きとしては AICPAの最高権限を有する AICPA評議会お

よび AICPAの政策実行の代表的機関である AICPA理事会の人事構成に

対する BigEight会計事務所支配の疑いを取り除く必要があった。それを次

に見ることにしよう。

(4) 公聴会直後の AICPA規則改正

公聴会を無事切り抜け，さしあたり根本的な現行会計制度の議会からの解

体がないことの言質をとって一安心の AICPAもそれは早急な自主改善策を

やらねば再び火の粉がふりかかる危険性をもっている。そこで AICPA理事

会と AICPA評議会が BigEight会計事務所に支配されているとL寸上院

小委員会報告書の指摘に対処せざるを得なくなっている。 AICPAはそれら

の改善案を1977年7月22日に AICPA理事会に提出し，京認され 8月17日

に AICPA評議会により採択され， 改正規則が AICPAの機関誌 Journal

of Accountancyの1977年12月号に理事会長から AICPA会員向けに公表さ

れている。

それによると上院小委員会調査の1975-1976年のときの AICPA理事会は

18人から構成され， Big Eight会計事務所から 6人が代表に送り出されてい

たが，今回の改正で全体が16人に縮小されている。内訳は BigEight会計

事務所から 5人， 50人以上の AICPA会員を有するその他の会計事務所から

4人， 50人以下の AICPA全員を有する事務所から 5人，産業界から 1人，

教育界から 1人の計16人となっている。

この改正を見ても50人以上のAICPA会員を有する会計事務所はBigEight

会計事務所を含めて16人中9人という過半数になってしまい，大会計事務所

の方針で牛耳られることは前回と変わりがなかろう。

また，株式会社の株式総会に相当する AICPA評議会は前回252人であっ



米国上院小委員会報告書の会計批判とその反応早川| 69 (597) 

たものが1名増加の253人となっている。その内訳を分析してみよう。 253人

のうち大別すると各州から 1人ずつ代表の54人のほか， AICPA会員数の多

いところは複数以上推薦され両者あわせて 193人(全体の76%)が各州から

代表として出され，残りの60人がAICPA自身の推薦によるものとした。

これについては選出結果をさらに次のような枠にはめようとしている。

Big Eight会計事務所から70人(前回78人)， AICPA会員50人以上の会計

事務所から43人， AICPA会員50人以下の会計事務所から 112人，産業界か

ら4人，政府から2人，教育界から 3人， AICPA理事会長及び議長退職者

から19人(前回24人〉の総計253人からなっている。

かくして， AICPA評議会は BigEight会計事務所からの支配がなくなっ

たという印象を与えようとしている。しかし， AICPA会員50人以上の会計

事務所からは BigEight会計事務所を含め113人はAICPA会員50人以下の

会計事務所からの 112人と対比しても明らかのように全く優勢な立場を保持

している。さらに， AICPA会長及び議長退職者でしかも AICPA評議会で

活躍しているものは1976年の調査で BigEight会計事務所から13人となっ

ており，これが今回の改正でも全員評議員になっていると考えられ，さらに

AICPA会員50人以上のBigEight以外の会計事務所の AICPA会長及び

議長退職者の評議員を加えると， AICPA会員50人以上の会計事務所が送り

出す AICPA評議員の数は優に253人に対する過半数を占めることになろう。

したがって AICPA会長が今回の改正により「巨大会計事務所がAICPAを

支配していると述べるのは単純な間違いである」と声明しても，やはり彼ら

の発言力が他の勢力と比較して圧倒的に強いことは否定できないであろう。

以上見てきたように株式会社の取締役会に相当する AICPA理事会，株主

総会に相当する AICPA評議会の人事構成を修正することによって巨大会計

事務所の AICPA支配という批判から逃れようと試みても，その修正を分析

してみると，両者とも結局において巨大会計事務所の発言力が圧倒的に強く，

その実態を被い隠そうとする懸命な努力は実態が本質的に変らない以上，あ

るいは変えようという意識がない以上将来とも部分的改善修正で当座しのぎ
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をすることになろう。
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